
 

 

玉名市議会災害対応基本計画 
 

— 玉名市議会ＢＣＰ（業務継続計画） － 
Tamana City Assembly Business Continuity Plan 

 

 

 
 

 

 

玉 名 市 議 会



 

 



- 1 - 

目次 

 

１．玉名市議会災害対応基本計画の必要性と目的 ・・・・・・・・ 4 

 

２．災害時の議会・議員の行動指針 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 

 

（１）議会としての役割 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 

 

（２）議員としての役割 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 

 

３．災害に対する議会の組織体制 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 

 

（１）玉名市議会防災会議（平常時）の設置 ・・・・・・・・・・・・・・ 7 

 

（２）玉名市議会災害時対策会議（非常時）の設置 ・・・・・・・・・・・ 9 

 

４．災害に対する議会の活動の公務性の担保 ・・・・・・・・・・・ 14 

 

（１）防災会議・対策会議の公務性の担保 ・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

 

（２）地区組織活動の公務性の担保 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15 

 

５．災害時の執行機関の動きと議会の関係 ・・・・・・・・・・・・ 16 

 

６．玉名市議会災害時対策会議が発動する災害の種類 ・・・・・・ 17 

 

７．災害時の業務継続体制及び活動の基準 ・・・・・・・・・・・・ 18 

 

（１）業務継続体制の構築 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18 

 

 ア 議会事務局の体制 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18 

 

 （ア）事務局職員の行動基準 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 20 

 

 （イ）議員への安否確認方法と確認事項 ・・・・・・・・・・・・・・・ 26 

 

 イ 議会の体制 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 28 

 

 （ア）対策会議「運営会議」の招集 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 28 

 

 （イ）議員の基本的行動 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 30 

 

 （ウ）発生時期に応じた議員の行動基準 ・・・・・・・・・・・・・・・ 32 

 

 （エ）運営会議などの指揮・命令系統 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 33 



- 2 - 

 

 （オ）議会事務局からの連絡がない場合 ・・・・・・・・・・・・・・・ 35 

 

 （カ）本庁舎（議事堂）が使用できない場合の代替施設 ・・・・・・・・ 35 

 

（２）行動時期に応じた活動内容の整理 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 36 

 

 ア 行動形態 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 37 

 

 イ 行動基準 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 38 

 

 ウ 議員の参集方法など ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 40 

 

 （ア）対策会議「全体会議」の招集 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 40 

 

 （イ）対策会議「全体会議」参集時の判断基準 ・・・・・・・・・・・・ 41 

 

（３）審議を継続するための環境の整理 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 42 

 

 ア 本庁舎の建物・設備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 42 

 

 イ 通信設備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 42 

 

 ウ 情報システム ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 43 

 

 エ 備蓄品などの確保 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 43 

 

８．情報の的確な収集 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 44 

 

（１）地域の災害情報の収集など ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 45 

 

９．議会の防災計画と防災訓練 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 48 

 

（１）議会の防災計画など ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 48 

 

（２）議会の防災訓練など ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 48 

 

１０．計画の運用 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 49 

 

（１）災害対応基本計画の見直し ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 49 

 

（２）見直し体制 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 49 

 

（３）携帯ハンドブック ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 49 

 

１１．災害発生時の定例会における手順（体系図） ・・・・・・・・・ 50 



- 3 - 

 

（１）期間別による基本的行動パターン ・・・・・・・・・・・・・・・・ 50 

 

１２．資料（関係例規） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 57 

 
 
 

 



- 4 - 

 

１．玉名市議会災害対応基本計画の 

必要性と目的  
 
 平成２８年４月１４日及び１６日に発生した熊本地方を震源とする一連の地震活

動である「平成２８年熊本地震（以下「熊本地震」という。）」は、最大震度７を２

回観測するなど、九州ではいまだかつて経験したことがない揺れを観測し、九州地方

に甚大な被害をもたらした。 
 この震災以前にも、阪神・淡路大震災、東日本大震災と、巨大地震が引き起こした

未曾有の大惨事により、多くの人命が犠牲となり、地域の繁栄は一瞬にして奪われた。 
そのとうとい犠牲により防災の重要性を学んだにもかかわらず、熊本地震の発生は、

改めて、災害が予期せぬところから人々の意識や予想をはるかに超えて襲いかかるこ

とを我々に強く思い知らせた。そして、この熊本地震は、本市においても家屋の倒壊

や道路の損壊等、かつてない被害をもたらし、市民の記憶に強く刻まれた次第である。 
 こうした大規模地震の発生を初め、近年は地球温暖化に伴う気候変動等の影響によ

り、自然災害が大規模化・多発化する傾向にある。激甚災害の発生も珍しいものでは

なくなり、現代は「巨大災害時代」とも言える。特に、豪雨の発生頻度は非常に高く、

１時間降水量５０ミリ以上、日雨降雨水量４００ミリ以上の降雨の観測は増加傾向に

あり、梅雨や台風の出水期における豪雨のみならず、突発的な局地的集中豪雨・記録

的短時間豪雨は全国各地で多発しており、人々の生活基盤に深刻な被害を与える事例

は、毎年のように報告されている。 
 こうした状況に鑑み、我々はこの頻発する大規模自然災害に対し、自然への畏怖の

念を抱くとともに、自然の力の強大さを「常に身近に起こり得る非常事態」として認

識を改めなければならない。 
 そして、このように相次ぐ大規模自然災害から、全国的に危機管理への関心が高ま

り、地域の安心安全を守ることは、地方政治の争点として今や無視できないものとな

った。いつ何どき、いかなる災害が発生するかを予見することは、極めて困難である。

しかしながら、災害の危機を可能な限り避けるために尽力し、先手を打つことで、被

害の規模を低減させることは可能である。不意に襲いくる大規模自然災害に対処する

には、議会においても、危機意識の醸成と高揚を図り、災害を未然に防ぐ「防災」は

もちろん、被害を少なくする「減災」、被害を避ける「避災」、被害に備える「備災」、

これらの取り組みを不断に実行することが求められる。そして、これらの実行目標を

確実に達成するためには、議会においても確固たる危機管理体制の構築し、整備・強

化を図っていくことが求められる。つまりは、平常時から災害の発生を想定し、しか

るべき姿勢で災害に向き合うことが重要となる。 
 また、現に発災した後、議会がいかに的確な機能を維持し、復旧・復興につなげる

か、その行動指針の策定の必要性が今、強く求められている。平成２３年３月の「東

日本大震災」を契機に、執行機関側が策定する地域防災計画に加え、震災前には関心

が薄かった業務継続計画（Business Continuity Plan：以下「ＢＣＰ」という。）を

策定する自治体や議会がふえつつある。そこには、当該震災時において専決処分が乱

発されるなど、二元代表制の一翼を担う議会の議決責任という基本的機能が果たされ

なかったという経緯と教訓から、議会においても市が策定する地域防災計画やＢＣＰ

以外に、議会独自のＢＣＰ策定の必要性に焦点が当てられている。 

本市においても、現に熊本地震の際、議会ＢＣＰといった議会における行動指針が

なかったがために困惑し、議員がとるべき行動と判断に非常に苦慮した。そのことへ

の反省と改善、そして教訓から、大規模災害発生に備えた議員の行動指針の必要性を



- 5 - 

痛感したところである。災害下においても的確な議会機能を維持することは、市民に

対する議会の責務でもある。 
そして、今、執行機関の防災活動に参画する一方で、議会独自の災害対策を推進す

る自治体があらわれてきている。我々、玉名市議会は、熊本地震という重大な困難を

経験し、非常事態下における議会人の行動がどうあるべきかについて大いなる教訓を

学んだ。であるからこそ、議会のイニシアチブ（主導権）で、議会独自の災害対策を

整備することには、非常に大きな意義がある。また、この歴史的惨事である熊本地震

の教訓を風化させずに次の世代に引き継ぐ義務が我々には与えられている。 
よって、大規模災害などの非常時においても、議会が二元代表制の趣旨にのっとり、

議事・議決機関、住民代表機関として、その基本的機能を維持し、迅速な意思決定と

多様な市民ニーズの反映に資するという議会の機能維持を図るため、必要となる組織

体制や議員の行動基準などを定めた「玉名市議会災害対応基本計画（以下「災害対応

基本計画」という。）」を策定する。 

 

これは、本市議会においても大規模災害時の迅速な意思決定、多様な住民ニーズの

反映、議会機能の継続等の重要性に鑑み、議会ＢＣＰを確立するものである。 

 

 なお、本計画の実行に当たっては、「玉名市地域防災計画（以下「市地域防災計画」

という。）」を十分に踏まえるものであり、執行機関の災害時の対応を阻害しない範

囲において実行するものである。 
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２．災害時の議会・議員の行動指針  

 
 

（１）議会としての役割 
 
  議会は、議事・議決機関として予算・条例・重要な契約などについて、市の団体

意思を最終的に決定するとともに、執行機関の事務執行をチェックし、また、市の

重要な政策形成において地域特性や多様な市民ニーズを反映するなど、極めて重要

な役割を担っている。そして、このことは、平常時、災害時（非常時）を問わない

ことが基本原則である。 
  すなわち、議会は、大規模災害が発生した災害時（非常時）においても機能停止

することなく、定足数に足る有効な議決ができる会議を開催する中で、この機能を

維持する必要性がある。そのために、さまざまな災害の時期や程度を想定し、それ

に対応する体制を整えなければならない。加えて、災害の復旧・復興時にあっては、

住民代表機関として大きな責務と役割を担うものである。 
 
 
 
 

（２）議員としての役割 
 
  議員は、合議制の機関としての議会が基本的な機能を維持するために、その構成

員として役割を担うことが基本となる。 
  一方で、議員は災害時（非常時）には、特にその初期を中心に議会の機能とは別

に“一市民”として、被災した市民の救援や被害の復旧のために非常事態に即応し

た“地域の一員”としての活動を果たす役割が求められるのも事実である。議員は、

議会機能を維持するという根幹的な役割を十分に認識する中で、地域活動などに従

事する役割も同時に担うものである。 
 

 

■ 議員の役割 ＝ 「議会の構成員」 ＋ 「地域の構成員」 

 

議　会 地　域

“市民の代表” “一市民”

議会の構成員

議員

地域の構成員

議員
自治会

消防団

各種団体
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３．災害に対する議会の組織体制  

 
 

（１）玉名市議会防災会議（平常時）の設置 
 
  議会は、平常時、災害時（非常時）を問わず、その有する機能を発揮しなければ

ならないという重要な役割を担っている。また、災害時（非常時）における体制の

構築を確実なものとするためには、やはり、平常時から災害発生を想定した体制を

整備しておく必要がある。 
  そのため、災害が発生し、または発生するおそれがあるとき、迅速かつ的確に災

害に対応できるよう平常時から災害発生時の議会の対応を確認し、本市の災害対策

の課題について把握し、本市の防災のあり方について協議・検討する体制として、

議員全員で組織する玉名市議会防災会議（以下「防災会議」という。）を設置する。

防災会議は、常設の機関として防災・減災・避災・備災の４つの実行目標に不断に

取り組むことで、災害に強いまちづくりの実現を目指し活動する。 
  

  また、防災会議には、本部組織として議長、副議長、各常任委員長及び議会運営

委員長で構成する「運営会議」を置き、議会として意思決定を行なうに当たっての

事前調整・協議の場としての役割を担うものとする。 
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平常時 玉名市議会防災会議 
 

項   目 内  容 

組織の名称 玉名市議会防災会議（略称：防災会議） 

目   的 

災害が発生し、または発生するおそれがあるとき、迅速かつ的確に災害に対応で

きるよう平常時から災害発生時の議会の対応を確認するほか、本市の災害対策の

課題について把握し、並びに本市の防災のあり方について協議し、及び検討し、

並びに必要に応じて市長に対して提言することにより、災害に強いまちづくりの

実現を目指し活動する。 

設置の時期 常設の機関とする。 

組織の終期 
市対策本部が設置されたとき（本市域内に大規模な災害が発生し、または発生す

るおそれがある場合）、対策会議に移行する。 

位 置 づ け 玉名市議会内に設置する任意の会議とする。 

役割・職務 

＜防災会議の役割＞ 

① 本市の災害対策に監視機能を働かせ、評価し、その充実を図る。 

② 平素から地域における災害危険箇所や防災課題を把握し、解決を図る。 

③ 市の災害対策に関し、必要に応じて市長に提言する。 

④ 議会の危機管理体制や業務継続体制を整備し、その充実・強化を図る。 

⑤ 災害発生時の議会の組織と役割を確認し、検証する。 

 

＜地区隊長・地区担当議員の役割＞ 

① 地域における災害対策について課題を把握する。 

② 定期的な研修会などで防災に関する知識を習得し、地域の防災訓練に参加す

るなど、地域防災のアドバイザーになる。 

③ 防災意識をもって、あらゆる機会を通じて、地域住民の防災意識の啓発を行

なう。 

 

 

【防災会議の実行目標】 

防 災 災害を未然に防ぐ 

減 災 災害の被害を少なくする 

避 災 災害の被害を避ける 

備 災 災害の被害に備える 
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（２）玉名市議会災害時対策会議（非常時）の設置 
 
  議会は、大規模な災害が発生、または発生するおそれがある場合においては、災

害初期から議会機能を的確に維持する体制を即時に構築する必要がある。 
  そのため、災害時（非常時）における組織として、玉名市議会災害時対策会議（以

下「対策会議」という。）を設置する。防災会議は、執行機関における玉名市災害

対策本部（以下「市対策本部」という。）が設置されたときは対策会議へと体制を

速やかに移行し、災害対策・災害対応に当たるものとする。 
 

  また、対策会議にも防災会議と同様に、本部組織として議長、副議長、各常任委

員長及び議会運営委員長で構成する「運営会議」を置き、議会として意思決定を行

なうに当たっての事前調整・協議の場としての役割を担うものとする。特に、災害

初期においては、この「運営会議」が議会の最高意思決定機関として機能し、議長

が全議員に「全体会議」の招集（参集指示）を行なうまでの間、議会における災害

対応の主体となる。 

 

 
 

＜玉名市議会災害時対策会議規程＞ 
 

 （対策会議の設置） 

第３条 議長は、市対策本部が設置されたときに対策会議を設置する。 

 

 

 

執行機関・議会における各組織の設置の時期 

 
※配備体制は、執行機関における職員のもの（「玉名市地域防災計画書」による） 

第三配備

移行体制を

（常設の機関）

災害準備・警戒時 災害時（非常時）

執行機関

議　　会
玉名市議会

防災会議

玉名市

災害警戒本部

玉名市

災害対策本部

玉名市議会

災害時対策会議

平常時
第一配備 第二配備



- 10 - 

 
 

大規模災害発生 

復旧・復興時 玉名市議会災害時対策会議 
 

項   目 内  容 

組織の名称 玉名市議会災害時対策会議（略称：対策会議） 

目   的 

本市域内に大規模な災害が発生し、または発生するおそれがある場合において、

市対策本部と連携し、議会と市長その他執行機関とが一体となった迅速で、かつ、

的確な応急対策等の推進を図り、もって市民等の生命、身体及び財産を守るため

に活動する。 

 

また、大規模な災害が発生した後においても議会の的確な機能を維持し、予算等

の重要な議案の審議の遅延により市政運営に支障を生じさせないため、迅速で円

滑な復旧・復興の検討に資するために活動する。 

設置の時期 

大規模災害が発生し、または発生するおそれがある場合において、市対策本部が

設置されたとき。 

 

【参考】 地 震  震度６弱以上の地震 

     風水害  台風・暴風・豪雨・洪水・土砂災害などで局地的または広

範囲な災害が発生した場合、またはそのおそれがあるもの 

組織の終期 

市対策本部が廃止されたとき。 

 

また、災害時（非常時）、次の場合において、災害が収束し、災害の応急対応、

復旧・復興等の対する措置が講じられていると認めるときは、運営会議に諮り、

対策会議を廃止する。 

① 定例会または臨時会が開会されたとき。 

② 常任委員会等にその事務を引き継ぐことが適当と認められるとき。 

位 置 づ け 
玉名市議会内に設置する任意の会議とする。 

対策会議は、市対策本部と連携する。 

役割・職務 

＜対策会議の役割＞ 

① 災害に係る情報を収集し、市対策本部と連携して災害情報を共有し、または

提供する。 

② 応急対策、復旧・復興等について検討し、必要に応じて市長に対し提言する。 

 

＜地区隊長の役割＞ 

① 地区における災害情報を集約し、運営会議（本部組織）に伝達する。 

② 運営会議（本部組織）からの情報を地区担当議員に伝達する。 

 

＜地区担当議員の役割＞ 

① 指定された地区において情報の収集・伝達を行なう。 

② 指定された避難所の状況等を把握し、支援物資の不足など市民の声を聞く。 
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＜組織体制〔防災会議・対策会議 共通〕＞ 

 

組  織 

議員全員をもって組織する。 

本 

部 

組 

織 

議長 会議を統括する。 

副議長 議長を補佐する。 

運営委員 各常任委員長及び議会運営委員長 

運営会議 議長、副議長、運営委員で組織 

議長の代理 

議長に事故あるとき、または欠けたと

きは、副議長が代理する。議長及び副

議長がともに事故あるとき、または欠

けたときは、議会運営委員長が代理す

る。 

地 

区 

組 

織 

市内を幾つかの地区（本庁、支所が所管する区域、議員の住所等を考慮して

設定）に分け、地区担当議員を定める。 

 

地区担当議員のうちから地区隊長を選ぶ。 

地区隊長は、地区担当議員を統括する。 

 

設置場所 
運営会議 議長室 

全体会議 全員協議会室 

※本庁舎（議事堂）が被災した場合は、別に定める場所 

 （本庁舎（議事堂）が使用できない場合の代替施設（→35頁参照）） 

 

 

 

 

本
部
組
織

地
区
組
織

運営会議

玉名地区Ａ
担当議員

玉名地区Ｂ
担当議員

玉名地区Ａ
隊長

玉名地区Ｂ
隊長

総務
委員長

建設経済
委員長

天水地区
隊長

天水地区
担当議員

議会運営
委員長

議　長

副議長

岱明地区
担当議員

横島地区
担当議員

岱明地区
隊長

横島地区
隊長

文教厚生
委員長

 

会議組織図 
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参考資料 

 
＜執行機関における災害警戒本部の設置及び廃止の時期＞ 

 

 玉名市災害警戒本部 

本部の設置 

 

・熊本地方気象台から警報が発表され、特に警戒を必要とするとき。 

・市内で震度５弱若しくは震度５強の地震が発生したとき。 

・気象庁から市内沿岸に津波警報が発表されたとき。 

・台風の暴風域に入る恐れがあるとき。 

・土砂災害警戒情報が発表されたとき。 

・観測所の水位が氾濫危険水位を超えたとき。 

・そのほか、自然的若しくは人為的原因から災害が発生し、又は発生する恐

れがあり、特に警戒を必要とするとき。 

 

本部の廃止 

 

玉名市災害対策本部が設置されたとき、又は災害に対する警戒を必要としな

くなったときに廃止する。 

 
（抜粋：玉名市地域防災計画書） 

 
 
 
 

参考資料 

 
＜執行機関における災害対策本部の設置及び廃止の時期＞ 

 

 玉名市災害対策本部 

本部の設置 

 

本部の設置時期は、次の基準により行う。 

・市内で震度６弱以上の地震が発生したとき。 

・災害が発生し、又は災害の発生が予想されその時期及び範囲からして本部

を設置する必要があるとき。 

・強力な組織で災害応急対策を実施する必要があるとき。 

 

本部の廃止 

 

本部の廃止は予想された災害の危険が解消したと認められるとき、又は災害

発生後における応急措置が完了したと認められる時期とする。 

 

本部の場所 

 

本部は、玉名市役所本庁舎内に設置する。 

ただし、本庁舎が被災などにより使用できない場合は、状況を考慮しつつ、

本部長又はその責務代行者が他の公用または公共施設に本部設置場所を決定

する。 

 
（抜粋：玉名市地域防災計画書） 
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参考資料 

 
＜執行機関における職員の配備体制＞ 

 

配備 配備時期 配備内容 

第一配備 

 

１ 暴風、大雨、洪水、津波等の警報が

発令されたとき。 

２ 震度４の地震が発生したとき。 

３ その他特に市長が必要と認めたと

き。 

 

  

警報発令待機班編成表による。 

その他の待機班職員は、自宅待機とす

る。 

第二配備 

 

１ 暴風、大雨、洪水、津波等の警報が

発令され、災害がおこるおそれがあ

るとき。 

２ 震度５弱又は５強の地震が発生し

たとき。 

３ その他特に市長が必要と認めたと

き。 

 

 

災害応急対策等に必要な待機班、地区班

職員とし、災害（水防）対策本部の指示

に基づき、待機班、地区班全職員が動員

できる体制とし、状況に応じ第三配備に

直ちに切替えうる体制とする。 

第三配備 

 

１ 市内全域にわたって風水害等の発

生するおそれがあり、または被害が

甚大と予想され、あるいはこれらの

災害が発生したとき。 

２ 震度６弱以上の地震が発生したと

き。 

３ その他特に市長が必要と認めたと

き。 

 

 

動員可能な全職員をもってあたるもの

で完全な非常体制とする。 

（抜粋：玉名市地域防災計画書） 
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４．災害に対する議会の活動の 

公務性の担保  
 
 

（１） 防災会議・対策会議の公務性の担保 
 
  議員の活動は複雑多岐にわたっているものの、公務に位置づけられる活動は非常

に限定的であり、議員としての日常にわたるすべての活動について公務災害補償が

適用されるものではない。これは、補償制度そのものが、あくまでも無過失責任主

義に基づいて使用者においてすべて補償していくという建前から、その補償する活

動の範囲をある程度限定する必要があるためである。 
  
  議員の公務上の災害は、議員が法規に定められている職務（正規の議会活動）に

従事中に、その職務に起因し、または職務と相当因果関係をもって発生した災害に

ついて、公務上の災害として取り扱うこととされており、通勤による災害は、議員

が本会議や委員会等、公式の会議の招集通知に応じて住居と市役所との間を、合理

的な経路及び方法により往復する行為の中で発生した災害について、通勤災害とし

て取り扱うこととされている。 
 
 

＜法規に定められる議員の公務（＝正規の議会活動）＞ 

 

・本会議 

・委員会 

・地方自治法第１００条第１２項に規定する会議規則の定めるところに

より設けられる議案の審査または議会の運営に関し協議または調整を

行なうための場（全員協議会） 

・地方自治法第１００条第１３項の規定による議員の派遣 

・会議規則第１０６条に規定する委員の派遣 

 
 
  防災会議・対策会議は、それぞれ議会内に設置される任意の会議体であり、公式

の会議体ではないものの、高い公益性を有している。また、会議への参集途上、特

に災害時（非常時）においては二次災害の危険性を十分に考慮する必要がある。 
よって、防災会議・対策会議の「運営会議」・「全体会議」を招集する際は、公

務災害補償の適用対象として公務性を担保するために、会議規則第１６７条第１項

ただし書の規定により、必ず議長が議員派遣を決定し、その決定に基づき参集指示

を行なうものとする。 
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＜地方自治法＞ 
 

第１００条 

１３ 議会は、議案の審査又は当該普通地方公共団体の事務に関する調査のためその他議会にお

いて必要があると認めるときは、会議規則の定めるところにより、議員を派遣することができ

る。 

 
 

 

＜玉名市議会会議規則＞ 
 

（議員の派遣） 

第１６７条 法第１００条第１３項の規定により議員を派遣しようとするときは、議会の議決で

これを決定する。ただし、緊急を要する場合は、議長において議員の派遣を決定することがで

きる。 

２ 前項の規定により、議員の派遣を決定するに当たっては、派遣の目的、場所、期間その他必

要な事項を明らかにしなければならない。 

 

 
 

 

 

（２） 地区組織活動の公務性の担保 
 
  災害時（非常時）において、地区隊長・地区担当議員は、対策会議「全体会議」

の参集指示がない限り、それぞれの担当地区で“一市民”・“地域の一員”として

災害関係情報の収集、援助・救助活動、避難所運営などへの協力に当たることにな

る。当該活動は、現場対応が主であるほか、対策会議「全体会議」の参集指示があ

るまで数日間にわたる連続での活動となることが想定されるため、会議の参集途上

以上に二次災害に見舞われる危険性は極めて高い。 
よって、災害時（非常時）における地区組織活動について公務災害補償の適用対

象として公務性を担保するために、会議規則第１６７条第１項ただし書の規定によ

り、地区隊長・地区担当議員を災害対応のため所管する担当地区に派遣する形で、

議長が議員派遣の決定し、その決定に基づき地区活動に当たらせるものとする。 

 

 



- 16 - 

 

５．災害時の執行機関の動きと 

  議会の関係  
 
 
 災害時（非常時）においては、災害対応に実質的かつ主体的に対応するのは、危機

管理・防災対策の担当課を初めとする執行機関であり、議会は主体的な役割を担うも

のではない。議会は、議事・議決機関としての役割が基本であり、その範囲内で災害

に対応することが基本となる。 
 このことを踏まえ、特に、災害初期においては、執行機関は職員が災害情報の収集

や応急対策業務などに奔走し、混乱状態にあることが予想されることから、議員の情

報収集及び要請などの行動については、その状況と必要性を見極め、執行機関が初動

態勢や応急対応に専念できるような配慮が必要となる。 
 一方で、議会がみずからの役割である監視牽制機能と審議・議決機能を適正に実行

するためには、正確な情報を早期に収集し、チェックすることが必要である。そのた

め、議会と執行機関は、それぞれの役割を踏まえて、災害情報の共有を主体とする協

力・連携体制を整え、災害対応に当たる必要がある。 
 
 

＜執行機関と議会の関係＞ 

　　議会の役割の

初動態勢、応急対応に

役割が基本
「議事・議決機関」としての

災害対応の主体

執
行
機
関

議

会

災害情報の共有

連携・協力体制

専念させるための配慮

（職員の動きを阻害しない）

　　範囲内で対応実質的

対応

発 災

災害対応の主体 「議事・議決機関」としての

役割が基本
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６．玉名市議会災害時対策会議が 

発動する災害の種類  
 
 
 対策会議が設置される災害は、次のとおりとする。 
 
 これは、災害時（非常時）において、議会が果たすべき役割や行動については、執

行機関の災害対応と緊密で極めて高い関係性を示し、相互に補完する関係にあること

から、執行機関における市地域防災計画に基づく市対策本部、国民保護計画に基づく

国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部が設置される災害をおおむね準用する

ものである。 
 
 これらの災害が発生し、または発生するおそれがあるとき、執行機関に市対策本部

が設置された際には、防災会議（平常時）は対策会議（非常時）へと、その体制を速

やかに移行する。 
 
 

＜対策会議が対象とする災害＞ 

 

災 害 種 別 災 害 内 容 

地   震 

 

・震度６弱以上の地震 

 

風 水 害 

 

・台風、暴風、豪雨、洪水、土砂災害などで局地的または広範

囲な災害が発生した場合、またはそのおそれがあるもの 

 

そ の 他 

 

・自然災害のほか、大規模火災などの事故、原子力災害、新型

インフルエンザなどの感染症、大規模なテロなどで大きな被

害が発生した場合、またはそのおそれがあるもの 
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７．災害時の業務継続体制 

及び活動の基準  
 
 

（１） 業務継続体制の構築 
 
  災害時（非常時）においても、議会が基本的な機能を維持し、業務を継続するた

めには、その機関を構成する議員の安全確保とその安否確認がスタートとなる。こ

のスタートを迅速かつ的確に行なうことが、議会の機能維持にとって非常に重要で

あり、その後の業務継続体制の構築に大きく影響する。よって、まずは組織として

安否確認を中心とした業務継続体制を構築する必要がある。 
  また、この体制は議会と議会事務局の双方において構築し、それぞれが明確な行

動基準に基づき対応することが重要である。 
 
 
  ア 議会事務局の体制 
 
    執行機関において市対策本部が設置された際には、議会事務局は直ちに議長

に報告し、対策会議を設置。あわせて、議長に登庁を要請。 
 
    議会事務局の職員（以下「事務局職員」という。）は、通常業務に優先して

速やかに業務継続体制構築のための業務に当たるものとする。 
 

   ＜業務継続体制構築のための業務＞ 
 

・災害対応の業務 

（以下「非常時優先業務（→21頁参照）」という。） 
 

    ・対策会議「運営会議」の開催準備の業務 

     （以下「運営会議開催準備業務（→21頁参照）」という。） 
 
    なお、市対策本部が勤務時間外に設置された場合においては、災害発生の有

無に応じ、次に定める要領で行動しなければならない。 
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＜勤務時間外における業務継続体制構築の流れ＞ 
 

玉名市災害対策本部（執行機関） 設置 

   

災害は未発生  現に災害が発生 
   

【風水害発生のおそれがある場合】 

（台風・暴風・洪水・土砂災害） 

 【震度６弱以上の地震が発生した場合】 

 あらかじめ、災害情報の収集が可能なことから、

状況に応じて直ちに参集できる態勢を確保し、市

対策本部が設置された際に発せられる局長からの

指示、また、市職員召集システムからの参集指示

に基づき、議会事務局に参集。 

  災害情報を携帯電話のエリアメール、玉名市の安

心メール等の防災メール、テレビの災害情報放送

等から確認し次第、市対策本部が設置されること

を念頭に、速やかに議会事務局に参集。 

   

  【風水害が発生した場合】 

（台風・暴風・洪水・土砂災害） 

   あらかじめ、災害情報の収集が可能なことから、

状況に応じて直ちに参集できる態勢を確保し、市

対策本部が設置された際に発せられる局長からの

指示、また、市職員召集システムからの参集指示

に基づき、議会事務局に参集。 

 

 

 

 
 

 

市対策本部の設置を議長に報告。 あわせて、議長に登庁要請。 
   

玉名市災害時対策会議（議会） 設置 
（※玉名市議会防災会議から体制移行） 

    

 

 参集した事務局職員のうちから、連絡責任者（１

名）を決定し、議員の情報窓口を一元化。 

 

議員の所在確認（連絡態勢の確保）。 

 
 

 
 

 事務局職員は、速やかに「非常時優先業務（→21

頁参照）」に当たる。 
 

【非常時優先業務】 

本庁舎（議事堂）の被災状況等確認。 

 

 参集できた事務局職員のうちから、連絡責任者

（1名）を決定し、議員の情報窓口を一元化。 

 

 参集できていない事務局職員の安否確認 

及び所在・被害状況確認。 

 

 議員の安否確認 

及び議員の所在・被害状況確認。 

 
 

  

    

 

 

議長が登庁し、議員の安否情報を集約後、運営会議を招集（参集指示）。 
   

 事務局職員は、速やかに「運営会議開催準備業務（→21頁参照）」に当たる。 
 

【運営会議開催準備業務】 

運営会議メンバーの招集。  会議用機材、記録用機材、筆記用具等準備。 
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   （ア）事務局職員の行動基準 
 

    ＜現に災害が発生した場合の行動基準＞ 
     

災害の発生 行 動 内 容 

 

勤務時間 
（8:30～17:15） 

 

・速やかに自身の安全を確保し、その上で家族の安否確認を行なう。 

・その後、速やかに「非常時優先業務」に当たる。 

 

【本会議及び委員会開催中】 

・本会議及び委員会開催中における「非常時優先業務」は、まず、

議長または委員長の指示に基づき、議員及び傍聴者の避難誘導に

当たり、その後、速やかに議員の安否確認を行なう。また、これ

らに備え、会議における議長及び委員長の非常時対応マニュアル

（口述書）を作成する。 

・その後、その他の「非常時優先業務」及び「運営会議開催準備業

務」に当たる。 

 

【休会または閉会中】 

・休会または閉会中における「非常時優先業務」は、まず、来庁者

の安否確認を行ない、次に全議員の安否確認を行なう。 

・その後、その他の「非常時優先業務」及び「運営会議開催準備業

務」に当たる。 

 

 

勤務時間外 
（17:15～8:30） 

（平日夜間のケース） 

 

・速やかに自身の安全を確保し、その上で家族の安否確認を行なう。 

・その後、速やかに議会事務局へ参集し、「非常時優先業務」及び

「運営会議開催準備業務」に当たる。 

 

 

休日 
（土曜・日曜・祝日） 

 

・速やかに自身の安全を確保し、その上で住居の被害状況を確認す

るとともに、被災者がある場合には当該被災者の救出・支援を行

なう。 

・その後、速やかに議会事務局へ参集し、「非常時優先業務」及び

「運営会議開催準備業務」に当たる。 
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【非常時優先業務】 
（※災害発生時のみ） 

・来庁者の避難誘導、被災者の救出・支援 

・電気、水道などインフラの確認 

・議会事務局の被災状況の確認と執務場所の確保 

・議会事務局の電話、パソコンなどの情報端末機器の稼働の確認 

・市対策本部との連絡態勢の確保 

・災害関係情報の収集・整理、議員への発信 

・議事堂内の被災状況の確認と会議場所の確保 

・議場、委員会室、全員協議会室の放送設備の稼働の確認 

・議員の安否確認・所在確認 

・報道対応など 

 
※発生した災害の種類に応じ、被災状況や設備の確認は適宜検討して当たること。 

 

 
 
 

【運営会議開催準備業務】 
（※災害発生時・災害未発生時 共通） 

・運営会議メンバーの招集（参集指示） 

・会議用機材（ノートＰＣ、プロジェクター等）の準備 

・記録用機材（音声レコーダー、デジタルカメラ等）の準備 

・筆記用具、記録用紙（会議出席人数分） 
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.＜事務局職員の参集基準（災害発生時）＞ 
 
災害種別 参集時間 参集方法（手段） 服装 携帯品 

地 震 
（震度６弱以上） 

 

災害情報を確認後、

自身と家族の安全を

確保し、速やかに参

集 

 

公共交通機関が利用

できないことを想定

し、徒歩での参集を

基本に、道路状況等

を踏まえた上で、安

全を最優先に考え、

必要かつ最適な交通

手段で参集 

 

 

作業着を基本に、ヘ

ルメット（帽子）、

防災靴（長靴、運動

靴）を着用するなど、

自身の安全を確保で

きる服装 

 

冬季は防寒対策を行

なう 

 

 

携帯電話、タブレッ

ト端末、筆記用具、

飲料水、３日分の食

料、軍手、マスク、

タオル、着がえなど 

風
水
害

（ 

台
風

・
暴
風

・
豪
雨

・
洪
水

・
土
砂
災
害 

） 

全 

域 

 

あらかじめ必要な災

害情報の収集が可能

であり、参集態勢が

確保できることか

ら、参集に必要な情

報確認後、速やかに

参集 

 

 

公共交通機関が利用

できないことを想定

し、災害場所や道路

状況のほか、気象状

況等を踏まえた上

で、安全を最優先に

考え、必要かつ最適

な交通手段で参集 

 

同 上 同 上 

局 

地 

同 上 同 上 同 上 同 上 

 

その他 

 

 

災害情報を確認後、

自身と家族の安全を

確保し、速やかに参

集 

 

安全を最優先に考

え、必要かつ最適な

交通手段で参集 

同 上 同 上 

 
※参集途上、被災者の救助活動が必要となった場合には、当該救助活動を優先する。 

 この場合、直ちに議会事務局（0968-75-1155）に報告する。 

 

※地震の影響により幹線道路が通行どめとなった場合、また、洪水等（河川の氾濫・堤防の決壊）

で渡河できない場合などで、迂回による参集も困難な場合は、議会事務局に状況を報告すると

ともに、指示を仰ぐこと（二次災害の防止）。 

 

※参集途上、参集に支障のない可能な範囲で災害情報を収集する。 
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＜参集者の初期対応の流れ（勤務時間外：災害発生時の例）＞ 

 

災害種別 
地   震 

（震度６弱以上） 

風 水 害 

（台風・暴風・豪雨・洪水・土砂災害） 

 

参集 

 

突発的な災害であり、災害情報もなく、直ちに参集で

きる態勢を確保している事務局職員はいない。 

 

災害情報確認後、市地域防災計画に従い、速やかに参

集する。 

 

 

あらかじめ、必要な災害情報の収集が可能なことか

ら、直ちに参集できる態勢を確保している。 

 

局長からの指示、市職員召集システムによる参集指示

に基づき、速やかに参集する。 

 

 

初期対応事項 

 

事務局職員は、全員で、速やかに「非常時優先業務」

に当たる。その優先順位は、次のとおり。 

 

１．本庁舎（議事堂）の被災状況及び情報端末機器等

の確認 

 

２．議員の安否確認 メール雛形①（→25頁参照） 

 

３．議員の安否情報を集約し、全議員へ連絡 

  あわせて、対策会議の運営会議メンバーへの参集

指示 メール雛形②（→25頁参照） 

 

４．市対策本部との連携など 

  （災害情報の収集） 

 

 

事務局職員は、全員で、速やかに「非常時優先業務」

に当たる。その優先順位は、次のとおり。 

 

１．議員の安否確認 メール雛形①（→25頁参照） 

 

２．議員の安否情報を集約し、全議員へ連絡 

  あわせて、対策会議の運営会議メンバーへの参集

指示 メール雛形②（→25頁参照） 

 

３．市対策本部との連携など 

  （災害情報の収集） 

 

 

対策会議の運

営会議メンバ

ーへの参集指

示（招集） 

 

対策会議は、市対策本部の設置後、速やかに設置する

ことになっている。 

しかしながら、地震の場合には本庁舎（議事堂）の被

災状況の把握が必要なことから、運営会議メンバーへ

の参集指示は事務局職員が参集し、被災状況を確認し

た後に行なう。 

 

 

対策会議は、市対策本部の設置後、速やかに設置する

ことになっている。 

風水害の場合には、本庁舎（議事堂）に大きな被害が

ないと考えられることから、運営会議のメンバーへの

参集指示は、事務局職員が参集し次第、速やかに行な

う。 

 

議員及び事務

局職員の安否

確認 

 

議員の安否確認は、メール（雛形）を主に行なう。 

議員より返信がない場合には、携帯電話または固定電話で確認する。 

（連絡のつかない議員に対しては、携帯電話または固定電話からの呼び出しを継続して行なう。） 

参集していない事務局職員に対しては、携帯電話または固定電話で確認する。 

なお、確認された内容は、議会事務局に備える冊子（玉名市議会ＢＣＰ関係綴）に議員及び事務局職員ごとに

整理する。 

 

 

対策会議「運

営会議」の運

営 

 

対策会議「運営会議」の運営は、次の要領で行なう。 

 【開催場所】  議長室（本庁舎（議事堂）が被災した場合は、別に定める場所） 

 【司  会】  局長 

 【報告事項】  市対策本部における災害情報、議員の安否情報 

 【協議事項】  「全体会議」の招集の有無、時期など 

 【そ の 他】  音声記録：会議の内容は、音声レコーダーにて記録音声データとして残す。 

         写真記録：会議の状況は、デジタルカメラにて記録写真データとして残す。 

         会議を行なう場合には、ノートＰＣ、プロジェクター等を活用する。 

         状況に応じて、要点筆記で記録する。 

 

（ 次 第 例 ） 

第 回 玉名市議会災害時対策会議運営会議 次第 

  年  月  日  

場所：議長室  

開 会  午前（午後）  時  分 

１ 報告事項 

  （１）市災害対策本部における災害情報（午前 時現在）について 

  （２）議員の安否情報について  

２ 協議事項 

  （１）全体会議の招集の有無について 

３ その他 

閉 会 
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    ◆参集できない場合は、その旨を議会事務局に連絡する。 

     …「自身や家族の被災などにより参集できない場合」 

     …「市内不在で参集できない場合」 

     …「参集途上での救助活動などにより参集できない場合」 

     …「参集途上で通行どめ等に遭い参集できない場合」 

 

    ◆参集途上、被災者の救助活動が必要となった場合には、当該救助活動を優先する。 

 

    ◆事務局職員間の連絡は、議会事務局の緊急連絡網に基づき携帯電話、メールなどによ

り連絡する。 

 

    ◆参集途上、適宜、災害情報を収集する。 

 

    ◆１人が継続して４８時間を超えて災害対応に当たることがないよう、議会事務局の交

替勤務体制を整え、健康管理に留意する。 
 
 
    【検討課題】 

      現在、事務局職員は、市対策本部の組織体制（警報発令待機班・避難所担当班）に

組み込まれており、市対策本部の指揮命令下にある。情報の共有や連携体制の観点

からは必要であるが、市対策本部における組織の見直しも必要である。 
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議会事務局による安否確認メールの雛形（例） 
 

 

（地震・風水害：全議員に送信）  メール雛形①  

 

【件名】 議員の安否確認について 

 

【本文】  （理由）のため、  月  日  時  分、執行機関に「玉名市災害対策本

部」が設置されました。 

      これに伴い、議会ＢＣＰに基づき「玉名市議会災害時対策会議」を設置します。 

      つきましては、次の内容について確認を行ないますので、速やかに返信してく

ださい。 

      なお、返信時には、必ず件名または本文の最初に議員名を記入してください。 

 

     ① 自身とその家族の安否状況（被災の有無） 

     ② 自身の所在地（自宅またはその他の場所） 

     ③ 自身の居宅の被害状況（被害の有無） 

     ④ 対策会議への参集可否と参集可能な時期 

     ⑤ 自身の連絡先（または家族などの連絡先） 

     ⑥ 地域の被害状況（特記すべき内容がある場合） 

 

 
※もしくは（様式第１号）「玉名市議会議員・議員安否確認票（→27頁）」に記載の上、 

返信（返信メールに添付、またはファクス）すること。 

 

 

 

 

議会事務局による「運営会議」招集メールの雛形（例） 
 

 

（対策会議運営会議メンバーに送信）  メール雛形②  

 

【件名】 玉名市議会災害時対策会議「運営会議」の招集について 

 

【本文】  これより玉名市議会災害時対策会議「運営会議」を招集しますので、運営会議

メンバーは水防服を着用の上、速やかに議長室にご参集ください。 

      なお、参集に当たっては、自身の安全確保を最優先し、携帯品にもご留意くだ

さい。 
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   （イ）議員への安否確認方法と確認事項 
 

災  害 

未発生時 

一般回線（固定電話）の利用が困難になる可能性は低いことから、事

務局の電話・ファクスを主に連絡を行なう。なお、議長と副議長につ

いては、直接電話により安否を確認する。 

 

災  害 

発 生 時 

一般回線（固定電話・携帯電話）が利用の集中・輻輳により利用が困

難になることを念頭に、メールを主に連絡を行なう。 
 

ａ 議会事務局の情報通信端末が使用できる場合 
 

議会事務局のパソコンなどから議員の携帯メール・タブレット端末に安

否確認のメールを一斉送信。返信のない場合は、議会事務局の固定電話

から議員の携帯電話や固定電話に連絡する。なお、議長と副議長につい

ては、携帯メール・タブレット端末への送信に加えて、直接電話により

安否を確認する。 
 

 

ｂ 議会事務局の情報通信端末が使用できない場合 
 

 事務局職員の携帯メールなどから議員の携帯メール・タブレット端末に

安否確認のメールを一斉送信。返信がない場合は、事務局職員の携帯電

話などから議員の携帯電話や固定電話に連絡する。なお、議長と副議長

については、携帯メール・タブレット端末への送信に加えて、直接電話

により安否を確認する。 
 

 
      ※なお、災害の状況（インターネット回線の遮断、停電の発生など）に応じ、連絡方法

はメールのみならずＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）を活用する

など、臨機応変に対応すること。 

 

 

安否確認事項 

 

       （様式第１号）「玉名市議会議員・議員安否確認票（→27頁参照）」

に基づき、次の内容を確認する。 

 

・議員とその家族の安否状況 

・議員の所在地 

・議員の居宅の被害状況 

・議員の参集可否と参集可能な時期 

・議員の連絡先（家族などの連絡先） 

・地域の被害状況 

 

           ※安否確認のメールを一斉送信から30分後、連絡責任者は返信された議

員の安否情報を集約し、全議員へ通知する。なお、おくれて届いた安

否情報は、30分ごとに集約し、その都度、全議員へ通知する。 
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（様式第１号） 
 

 

玉名市議会議員・議員安否確認票 
 

  

確認日時 

（事務局） 

月日  
議員氏名  

時間  

確認者名 

（事務局） 
 議員住所  

 

安
否
状
況 

議員本人 被災 
 有 ⇒ ・重体 ・重症 ・軽傷 ・その他（       ） 

 無 

家  族 被災 
 有 ⇒ ・重体 ・重症 ・軽傷 ・その他（       ） 

 無 

所
在
地 

市  内  ⇒ ・自宅  ・自宅以外 

市  外  ⇒ ・場所（                      ） 

居
宅
の
状
況 

被  害 

 有 ⇒ ・全壊 ・半壊 ・一部損壊 ・床上浸水 ・床下浸水 

     ・その他（        ） 

 無 

参
集
可
否 

可    否  参集可能な時期 

連
絡
先 

議員と連絡がとれない場合 ⇒ 家族の連絡先を記入 

地
域
の
被
害
状
況 

 

そ
の
他 

特記事項があれば記入 

 

 【送信先】玉名市議会事務局  FAX：0968-71-0622  TEL：0968-75-1155 

                E-mail：gikai@city.tamana.lg.jp 

 

※議員は、本様式を紙媒体で保有するほか、データをパソコン・タブレットに格納の上、 

安否確認の際に活用すること。 
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  イ 議会の体制 
 

   （ア）対策会議「運営会議」の招集 
 

      議会は、災害時（非常時）において、災害初期から議会機能を的確に維

持するため、市対策本部の設置後、速やかに対策会議を設置し、災害対策・

災害対応に当たるものとする。 

      まずは、議長が登庁し、議員の安否情報を集約後、副議長、常任委員長

及び議会運営委員長に対し「運営会議」の招集（参集指示）を行ない、運

営会議メンバーの参集後、議会としての災害対策・災害対応における意思

決定を行なう。 

 
 

＜玉名市議会災害時対策会議規程＞ 
 

（対策会議の設置） 

第３条 

２ 議長は、対策会議を設置したときは、第１０条に規定する運営会議を直ちに招集しなければ

ならない。 

 

 

      また、並行して、集約された議員の安否情報を全議員へと送信し、各地

区隊長は地区隊員の安否状況を確認する。 

 

 

＜対策会議「運営会議」：６名＞ 

 

構成員 議 長 副議長 

常任委員長 

及び 

議会運営委員長 

主な任務 

 

運営会議の事務を統

括する 

 

議長を補佐し、議長

が欠けた場合には、

その職務を代理する 

 

議長の指示のもと、

次の任務に当たる 
 

・対策会議の運営に関す

ること 

・議員の安否に関するこ

と 

・本会議、委員会の開催

に関すること 

・本会議、委員会の協議

事項に関すること 

・災害情報の収集などに

関すること 

・市対策本部との連携に

関すること 

・その他、災害対策に必

要と考えられること 

・委員会の所管ごとの対

応 
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＜対策会議「運営会議」＞ 

 

災害種別 設置・廃止の時期 設置場所 メンバーの参集時間 会議運営 

地 震 
（震度６弱以上） 

 

市対策本部の設置

後、速やかに対策会

議を設置し、直ちに

運営会議を招集。 

 

対策会議の廃止を

もって廃止する。 

（市対策本部が廃

止されたときは議

長の職権で廃止。ま

た、本会議が開会さ

れたとき、または、

常任委員会等に対

応を引き継ぐこと

が適当と認められ

るときは運営会議

の決定で廃止。） 

 

 

議長室 

 

市対策本部の設置確

認後、自身と家族の

安全を確保し、議長

の招集（参集指示）

に従い速やかに参集

する。 

 

会議の進行は、議長

が行なう。 

 

協議事項は、議長が

決定する。 

風 

水 

害 

（ 

台
風

・
暴
風

・
豪
雨

・
洪
水

・
土
砂
災
害 

） 

全 

域 

同 上 同 上 同 上 同 上 

局 

地 

同 上 同 上 同 上 同 上 

その他 同上 同 上 同 上 同 上 

 

※運営会議の議員の参集方法、服装、携帯品は、「議員の参集基準（→40頁参照）」と同様とする。 
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   （イ）議員の基本的行動 
 

      議員は、災害時（非常時）には、速やかに自身と家族の安全確保、安否

確認を行ない、自身と家族の安全が確保された段階で次の活動を行なうも

のとする。また、議員としての立場（非代替性）を踏まえて、活動に当た

らなければならない。 

      なお、地区隊員の安否が確認でき次第、運営会議メンバー以外の議員は、

議長から「全体会議」の招集（参集指示）がない限り、それぞれの担当地

区で地区担当議員としての職務に当たり、被災及び避難所等の状況調査を

行ない、必要に応じて地区隊長に報告する。 

      地区隊長は、地区情報を集約して、「運営会議」に報告する。 

 

 

ａ 議長から、全議員へ「全体会議」の招集（参集指示）があるまでは、

“地域の一員”（＝地区担当議員）として市民の安全確保と応急対

応など地域における活動に積極的に従事する。 

 

 

 

ｂ 地区担当議員は、地域活動などを通して、執行機関が拾い切れない

地域の災害情報などを収集する。 

 

 

 

ｃ 議長から、全議員への「全体会議」の招集（参集指示）に速やかに

対応できるよう、連絡態勢を常時確保しておく。 

 

 

 

ｄ 運営会議メンバーは、対策会議が設置された場合は、上記にかかわ

らず運営会議の任務に当たる。 
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 ① ② ③ ④ ⑤ 

議長 

（事務局） 

 

 

議長は事務局から

市対策本部設置の

連絡を受け、対策会

議を設置。また、事

務局からの要請に

より登庁。 

 

事務局職員は全員

登庁の上、まずは本

庁舎（議事堂）の被

災状況を確認。 

 

その後、事務局連絡

責任者（１名）を決

定し、全議員へ速や

かに安否確認のメ

ールを一斉送信す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
 

 

 

議長は登庁後、議員

の安否情報を集約

し、運営会議メンバ

ーに対し招集（参集

指示）を通知。 

 

 

事務局職員は、集約

した議員の安否情

報を全議員へメー

ルで連絡する。 

遅れて届いた安否

情報は、30分ごとに

集約し、その都度、

全議員へ追加送信

する。 

（全議員の安否の

確認がとれるまで、

30分ごとに集約を

繰り返す。） 

運営会議 

メンバー 
 

 

 

 

 

      
 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

       

招集（参集指示）に

応じ、登庁する。 

地区隊長   

議会事務局連絡責

任者へ無事である

旨の報告を送信す

る。 

 

事務局からのメー

ルにより地区担当

議員の安否を確認

する。 

 

（地区活動に従事） 

地区担当 

議員 

 

携帯電話のエリア

メール、玉名市安心

メール等の防災情

報メール、テレビの

災害情報放送等で

確認 

   

地区隊長及び事務

局連絡責任者との

連絡がとれるよう、

常に所在を明らか

にし、連絡手段の確

保に努める。 

 

（地区活動に従事） 

      

     時間軸 

 

※一般回線が利用の集中・輻輳により利用が困難になることを念頭に、メールを主に連絡を行な

う。 

 

地
震
発
生

（震
度
６
弱
以
上
）
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   （ウ）発生時期に応じた議員の行動基準 
 

災害の発生 行 動 内 容 

会議中 
（本会議・委員会） 

 

・議長または委員長は、直ちに本会議または委員会を休憩ま

たは散会（延会）し、事務局職員に対し、避難誘導その他

安全確保のための指示をする。 

 

・議員は、速やかに自身の安全を確保し、その上で被災者が

ある場合には当該被災者の救出・支援を行なう。次に、家

族の安否確認を行なうとともに、今後の対応の指示がある

まで議会において待機するものとする。 

 

 

会議時間外 
（夜間、土曜、日曜、祝日、

休会日など） 

 

・議員は、速やかに自身の安全を確保し、その上で被災者が

ある場合には当該被災者の救出・支援を行なう。運営会議

メンバーは、議会事務局へ安否の報告を行ない、連絡がと

れる態勢を確保し、自宅待機または地域で一市民として支

援活動や災害情報の収集（※１）に当たる。 

 

 

市内不在時 

 

・議員は、速やかに自身の安全を確保し、その上で家族の安

否確認を行なうとともに、被災者がある場合には当該被災

者の救出・支援を行なう。運営会議メンバーは、議会事務

局へ安否確認の報告を行なうとともに、参集指示に従って

参集し、運営会議の任務に当たる。 

 

・その他の議員は、議会事務局に安否の報告を行ない、連絡

がとれる態勢を確保し、自宅待機または地域で一市民とし

て支援活動や災害情報の収集（※１）に当たる。 

 

 

 
     ※１ 災害情報の収集（→45頁参照） 

 

         災害情報は、（様式第２号）「玉名市議会議員・情報収集連絡票（→46頁参

照）」に記載することを基本に、タブレット端末などを活用し、災害現場の

写真などを議会事務局に報告（タブレット端末・メール・ファクス）する。 
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   （エ）運営会議などの指揮・命令系統 
 
      運営会議と議会事務局においては、議長と局長の不在などの場合に備え

て指揮・命令の順位を次のとおり定めるものとする。 
 
 

議長不在時の代理者 
 

職務代理者① 職務代理者② 職務代理者③

不在時
①

副 議 長
不在時

②
議会運営
委員長

不在時
③

議会運営
副委員長

職務代理者④ 職務代理者⑤

不在時
④

総　務
委員長

不在時
⑤

総　務
副委員長

議　長

 
 
 

局長不在時の代理者 
 

職務代理者① 職務代理者② 職務代理者③

不在時
①

次　長
不在時

②
次長補佐

不在時
③

係　長
局　長
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災害時の議会・議会事務局の行動の流れ 

 

携帯電話のエリアメール、 ※正副議長の安否は、

防災情報メール、 　メールに加えて電話でも確認

テレビの災害情報放送など

議会事務局

全職員集合

議会

　被災地及び避難所等の

　状況調査を行ない必要に

　応じて隊長に報告

「全体会議」の招集

　　　　「運営会議開催準備業務」

地区担当議員

報告

・

連携

体制

　執行機関

安否確認・登庁要請

議　員

議　長

　　　　「非常時優先業務」

参集

連絡

議員個々
災害情報の収集

地域活動への従事
連絡態勢の確保

招集

安否確認

報告・登庁

（直ちに全議員の参集を求める場合）

収集・

提供

「運営会議」

相互

体制

（しばらく様子を見る場合）

地区隊長

情報提供

玉名市
災害対策本部

運営会議
　・安否の確認
　・議員の所在確認
　・参集場所・時間の通知

運営会議
　・安否の確認
　・議員の所在確認
　・運営会議の協議内容通知

協力

情報の

地区情報を

集約し報告

情報の収集、被
災状況等の確
認、全議員参集
の必要性の協議
など

（参集の指示がない限り）

運営会議
メンバー

玉名市議会
災害時対策会議

発 災
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   （オ）議会事務局からの連絡がない場合 
 
      事務局職員との連絡がとれないほどの大規模な災害が発生した場合は、

発生した日から起算して３日目の午前１０時に全員協議会室に参集する

ことを原則とする。 
 

10:00

（発災当日）

時間軸

１日目 ２日目 ３日目

0:00 0:0012:00 12:00

発

災

午前10時

全員協議会室に参集

 

 

 

 

   （カ）本庁舎（議事堂）が使用できない場合の代替施設 
 
      大規模災害等により本庁舎（議事堂）が使用できない場合の参集場所は、

下記の優先順位により、「運営会議」の場所については議長の職権で、「全

体会議」の場所については運営会議の協議決定により指示する。 
 

第１順位 玉名市役所 岱明支所 
（有明広域行政事務組合 議場） 

第２順位 玉名市文化センター 
（大研修室） 

第３順位 玉名市総合体育館 

上記のいずれも 

使用できない場合 
議長が指定する代替施設 
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（２）行動時期に応じた活動内容の整理 
 
   災害時（非常時）においては、発災からの時期に応じて求められる行動や役割

は大きく変化することから、それぞれの時期（初動期・中期・後期）に応じた行

動形態や行動基準を定めることは重要であり、災害が休日・夜間に発生した場合

を基本的行動パターンとして整理するものである。 
   なお、後期（発災後７日～１カ月）から平常時に移行していく段階では、災害

の程度に応じて執行機関によって復興計画の策定が考えられるが、当該計画にお

いてはより議会の責任を明確にする観点から、地方自治法第９６条第２項に規定

の議会の議決に付すべき事件に加えるなどの検討が必要である。 

 
 

＜地方自治法＞ 
 

第九十六条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなければならない。 

一 条例を設け又は改廃すること。 

二 予算を定めること。 

三 決算を認定すること。 

四 法律又はこれに基づく政令に規定するものを除くほか、地方税の賦課徴収又は分担金、使用料、加入金若しくは手

数料の徴収に関すること。 

五 その種類及び金額について政令で定める基準に従い条例で定める契約を締結すること。 

六 条例で定める場合を除くほか、財産を交換し、出資の目的とし、若しくは支払手段として使用し、又は適正な対価

なくしてこれを譲渡し、若しくは貸し付けること。 

七 不動産を信託すること。 

八 前二号に定めるものを除くほか、その種類及び金額について政令で定める基準に従い条例で定める財産の取得又は

処分をすること。 

九 負担付きの寄附又は贈与を受けること。 

十 法律若しくはこれに基づく政令又は条例に特別の定めがある場合を除くほか、権利を放棄すること。 

十一 条例で定める重要な公の施設につき条例で定める長期かつ独占的な利用をさせること。 

十二 普通地方公共団体がその当事者である審査請求その他の不服申立て、訴えの提起（普通地方公共団体の行政庁の

処分又は裁決（行政事件訴訟法第三条第二項に規定する処分又は同条第三項に規定する裁決をいう。以下この号、第

百五条の二、第百九十二条及び第百九十九条の三第三項において同じ。）に係る同法第十一条第一項（同法第三十八

条第一項（同法第四十三条第二項において準用する場合を含む。）又は同法第四十三条第一項において準用する場合

を含む。）の規定による普通地方公共団体を被告とする訴訟（以下この号、第百五条の二、第百九十二条及び第百九

十九条の三第三項において「普通地方公共団体を被告とする訴訟」という。）に係るものを除く。）、和解（普通地

方公共団体の行政庁の処分又は裁決に係る普通地方公共団体を被告とする訴訟に係るものを除く。）、あつせん、調

停及び仲裁に関すること。 

十三 法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること。 

十四 普通地方公共団体の区域内の公共的団体等の活動の総合調整に関すること。 

十五 その他法律又はこれに基づく政令（これらに基づく条例を含む。）により議会の権限に属する事項 

 

２ 前項に定めるものを除くほか、普通地方公共団体は、条例で普通地方公共団体に関する事件

（法定受託事務に係るものにあつては、国の安全に関することその他の事由により議会の議決

すべきものとすることが適当でないものとして政令で定めるものを除く。）につき議会の議決

すべきものを定めることができる。 
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  ア 行動形態 
     （災害が休日・夜間に発生した場合の基本的行動形態） 
 

   災害時の行動形態は、次のとおりとする。 

 

※ 議会事務局から
議員の安否確認

※ 議員の所在確認、
参集可否を確認

連携

※ 会議で事前の
調整・協議を行なう

連携
体制
構築

連携
体制
構築

　初動期（発災直後～３日）：
　　　　　事務局職員の参集、対策会議の設置、安否確認の実施、情報の収集

市対策本部 議会事務局

対策会議

議員は、議長から「全体会議」の招集（参集指示）があるまでは、地
域の応急活動や避難所の活動に協力するなど、地域での活動に従事す
る。

※

　中期（発災後３～７日）：
　　　　　事務局職員の参集、対策会議の設置、安否確認の実施、情報の収集

市対策本部 議会事務局

対策会議

※ 議員は、議長から「全体会議」の招集（参集指示）があれば、速やか
に参集し、議員活動に専念する。

　１カ月後～：
　　　　　　平常時の議会組織体制（防災会議）へ移行

※ 復興計画などについて、議会として審議・審査する。

対策会議

　後期（発災後７日～１か月）：
　　　　　　　事務局職員の参集、対策会議の設置、安否確認の実施、情報の収集

市対策本部 議会事務局

本会議・委員会

※ 本会議・委員会を開催し、復旧・復興予算などを審議・審査する。
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  イ 行動基準 
     （災害が休日・夜間に発生した場合の基本的行動基準） 
 

    事務局職員、対策会議、議会・議員の行動基準は、次のとおりとする。 

 

地 震 編 
 

時  期 事務局職員の行動 対策会議の行動 議会・議員の行動 

 

【初動期①】 
 

災害発生直後 

～ 

２４時間 

 

 

・災害情報の確認 

・自身と家族の 

安全確保 

・事務局職員は全員、 

議会事務局へ参集 

・議員の安否確認 

・対策会議「運営会議」 

開催準備 

・議会事務局の 

被災状況の確認 

・議会事務局の 

情報端末機器の確認 

・市と連絡態勢確保 

・電気、水道の確認 

 

・対策会議の設置 

 （「運営会議」招集） 

・災害関係情報の収集 

・市対策本部との連携 

・自身と家族の 

安全確認 

・議会事務局に 

安否報告 

 

【初動期②】 
 

２４時間 

～ 

４８時間 

 

 

・議員の安否確認 

・議事堂の被災状況の 

確認 

・議場、委員会室、 

全員協議会室の 

 放送設備の確認 

・対策会議の運営 

・災害関係情報の収集 

・報道対応 

 

・議員の安否などの 

 情報整理 

・情報を収集し、 

「全体会議」招集の 

有無を協議 

・市対策本部との 

情報の共有 

・議長から 

「全体会議」の招集 

（参集指示）が 

あるまでは、 

地域活動に従事 

・災害関係情報の収集 

・地域での援助、 

救助活動、避難所運営 

 などへの協力 

 

【初動期③】 
 

４８時間 

～ 

７２時間 

 

 

・対策会議の運営 

・災害関係情報の 

収集、整理、発信 

 

・情報を収集し、 

「全体会議」招集の 

有無を協議 

・市対策本部との 

情報の共有 

・議会運営事項の協議 

 

・議長から 

「全体会議」の招集 

（参集指示）がある 

までは、地域活動に 

従事 

・災害関係情報の収集 

・地域での援助、 

救助活動、避難所運営 

 などへの協力 

・議長からの 

「全体会議」の招集 

（参集指示）に即応 

できる態勢の確保 
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時  期 事務局職員の行動 対策会議の行動 議会・議員の行動 

 

【中期】 
 

３日 

～ 

７日 

 

 

・対策会議の運営 

・災害関係情報の 

収集、整理、発信 

・議会再開に向けた 

 準備 

 

・情報を整理し、 

「全体会議」招集の 

有無を協議 

・議会運営の再開準備 

（開催場所、議案 

などの協議） 

・災害初動対応の 

進捗状況の確認 

 

・対策会議からの指示 

 を踏まえて行動 

・地域での災害情報、 

 意見、要望などの 

 収集 

・地域での救援、 

救助活動、避難所運営 

 などへの協力 

・対策会議からの指示 

に対応できる態勢の 

確保 

 

 

【後期】 
 

７日 

～ 

１か月程度 

 

 

・対策会議の運営 

・議会再開に向けた 

 準備 

・通常業務に移行 

・本会議、委員会の 

 開催準備 

・復旧工事などの確認 

 

・対策会議からの指示 

により、議員活動に 

専念 

・本会議、委員会の 

 開催 

・議決事件の審議 

・復旧活動に関する 

 国、県への要望などの 

 検討 

・復興計画の審議 

・通常の議会体制 

（防災会議）へ移行 

 

 
【検討課題】 

  風水害、その他災害においても、地震編の行動基準に準拠した行動が可能であるが、適宜、

応用すべき内容や変更すべき事項などを明記しておく必要がある。 
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  ウ 議員の参集方法など 
 

   （ア）対策会議「全体会議」の招集 
 

      議員は、議長から対策会議「全体会議」への招集（参集指示）があった

場合には、自身と家族の安全を確保した上で速やかに参集するものとする。

なお、自身や家族の被災、住居の被害により参集できない場合には、その

負傷などの対応後に参集するものとし、また、参集が不可能な場合には、

必ずその旨を報告するとともに、常に連絡がとれる態勢を確保しておくも

のとする。 

 

＜議員の参集基準＞ 

 

災害種別 参集方法（手段） 参集場所 服装 携帯品 

地 震 

（震度６弱以上） 

 

公共交通機関が利用

できないことを想定

し、徒歩での参集を

基本に、道路状況等

を踏まえた上で、安

全を最優先に考え、

必要かつ最適な交通

手段で参集 

 

 

本庁舎（議事堂）が

被災していない場合 

 ⇓  
全員協議会室 

 

 

本庁舎（議事堂）が

被災した場合 

 ⇓  
運営会議が指示する

代替施設・場所 

 

 

水防服、帽子、安全

靴の着用を基本に、

自身の安全を確保で

きる服装 

 

冬季は防寒対策を行

なう 

 

携帯電話、タブレッ

ト端末、筆記用具、

飲料水、３日分の食

料、軍手、マスク、

タオル、着がえなど 

風
水
害

（ 

台
風

・
暴
風

・
豪
雨

・
洪
水

・
土
砂
災
害 

） 
全 

 

域 

 

公共交通機関が利用

できないことを想定

し、災害場所や道路

状況のほか、気象状

況等を踏まえた上

で、安全を最優先に

考え、必要かつ最適

な交通手段で参集 

 

同 上 同 上 同 上 

局 
 

地 

同 上 同 上 同 上 同 上 

 

その他 

 

 

安全を最優先に考

え、必要かつ最適な

交通手段で参集 

 

同 上 同 上 同 上 
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※参集途上、被災者の救助活動が必要となった場合には、当該救助活動を優先する。 

 この場合、直ちに議会事務局（0968-75-1155）に報告する。 

 

※参集途上、参集に支障のない可能な範囲で災害情報を収集する。 

 

 

   （イ）対策会議「全体会議」参集時の判断基準 
 

＜議員の参集フロー＞ 

 

状況を事務局に
連絡

応急手当等を
行なった後、

可能な場合は参集

家族を避難
させた後、参集参　集

自身・家族の被災　または住居の被害

な　　い あ　　る

住宅のみ被害が
生じた場合

家族が被災した
場合

自分が被災し、
救護を要する場合

軽傷
死亡
・

重症

家族等から伝言
（可能な手段で）

発 災

 

  ※議員は、自身が被災することも想定し、被害時における自身の行動形態や議会事務局との

連絡事項などについて、その伝達方法などを含めて家族間で定め、情報を共有しておくこ

とが必要である。 
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（３）審議を継続するための環境の整理 
 

災害によって本庁舎（議事堂）の施設や設備の機能が制限される状況において、

議会の機能を維持するためには、必要となる資源の現状と課題を踏まえ、必要な資

源の確保に向けた措置（対応）が必要である。 

 

 

  ア 本庁舎の建物・設備 
 

    現在の本庁舎は、平成２６年に建設され、平成２７年１月に開庁。 

    建設に際しては、当時、本市を含む周辺地域が、東海地方や東日本と違い、

大規模な地震の可能性が高い地域ではないこと、また、耐震工法でも重要度係

数を最高レベルとし、想定される震度を「震度６弱」が起こったとしても建物

の被害は軽微でおさまることから、免震構造ではなく、耐震構造とされた。 

    また、４階建ては決して高層ではなく、本市の本庁舎の場合、耐震工法が場

所と建設規模に見合った工法であると判断した結果に基づいている。 

    しかしながら、当時の想定に反し、平成２８年４月に熊本地震が発生し、震

度６弱を２度記録。本庁舎の被害は軽微だったとはいえ、議事堂においては議

会事務局及び議会図書室の棚が倒壊するなどの被害が発生した。 

    また、雨水排水対策として、職員駐車場は調整池の機能を含めて整備されて

おり、浸水により登庁が困難な場合も考えられる。 

    そのため、想定以上の災害が発生し、本庁舎が使用できなくなることを前提

に、新耐震基準を満たす施設・場所を代替施設として確保することが必要であ

る。例えば、本会議や委員会を開催できる機能を備えた施設・場所として、文

化センターや岱明支所などが考えられるところであるが、根本的には新耐震基

準を満たす施設の建設や改修という物理的かつ金銭的な課題を有しており、議

会単独での措置は現実的ではない。そのようなことから、まずは、新耐震基準

を満たす施設を議事堂の代替施設として使用することについて、執行機関と協

議する必要がある。 

    なお、本庁舎の自家発電設備については、７２時間（３日分）を敷地地下タ

ンクにＡ重油約２万リットルを備蓄し、災害時に必要とする電気の安定供給を

可能にしている。 

 

 

  イ 通信設備 
 

    現在、議会事務局には、災害時優先電話は配備されておらず、一般回線によ

る固定電話のみであることから、災害時においては、その利用の集中・輻輳に

より、また、回線の遮断などにより使用が著しく困難になるおそれが高い（現

に、熊本地震の際、回線の輻輳に伴い、議員へのファクスは発災後数時間にわ

たってほとんど機能しなかった。）。 

    そのため、まずは、議会にも災害時優先電話の配置について、執行機関と協

議を進め配置するとともに、衛星電話や防災無線などを確保する必要がある。 

   （なお、熊本地震の際は、『ＬＩＮＥ（ライン）』などのＳＮＳ（ソーシャル・

ネットワーキング・サービス）による通信が有効であった。）。 
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  ウ 情報システム 
 

    現在、議会事務局では「会議録検索システム」、「議会中継システム」、「議

員報酬システム」、「議員経歴管理システム」の４システムを運用している。

その管理について、「会議録検索システム」と「議会中継システム」は、市の

ネットワークシステムを介さず、民間のサーバをホスティングし、いずれも民

間サーバでのバックアップ体制により、データの復旧が確保されている。ただ

し、インターネット回線が断線した場合には、システムが一時的に利用できな

くなる可能性がある。市の他のシステム管理との関係性から、議会単独での措

置は難しいところであるが、ネットワーク回線の二重化などの対策が必要であ

る。 

    また、「議員経歴管理システム」は庁内ネットワーク（シェアサーバ内）で

運用しているが、「議員報酬システム」は議会事務局設置の単体ＰＣ（スタン

ドアローン）により運用しているため、別途バックアップ体制の整備が必要で

ある。 

 

 

  エ 備蓄品などの確保 
 

    阪神・淡路大震災の例では、災害発生４日経過後頃から救援物資の流通が軌

道に乗り始めたことから、３日分の非常用食料・飲料水を備蓄するのが基本的

な考え方となっている。しかしながら、現在、市地域防災計画では、市民を対

象とした食料の備蓄は規定されておらず、確保されていない。また、議会にお

いても、議員と議会事務局を対象とした食料などの備蓄品は確保していない。

災害によっては、議員と議会事務局は、数日間議事堂に滞在し、継続的に業務

に従事することが想定されることから、計画的に備蓄品などを確保する必要が

ある。 

 

非常用食料・

飲料水 

 

非常用食料と飲料水として、議員と事務局職員の３日分の確保が必要であ

る。なお、備蓄に当たっては、耐震性が確保された施設や倉庫により、適

切に管理する必要がある。 

 

簡易トイレ・

防災毛布など

の生活必需品 

 

下水道や給排水・空調設備の機能停止に備えて、簡易トイレ（トイレパッ

ク）や防災毛布など、必要と考えられる生活必需品について、確保してお

く必要がある。 

 

災害被災者へ

の対応 

 

災害時（非常時）には、庁舎が市民の避難場所として利用されることも想

定され、その対応・支援に当たり、生活必需品の提供も考えられることか

ら、これらを見込んだ備蓄品などを確保しておく必要がある。 

 

防災キットな

どの確保 

 

議会と議会事務局が速やかに参集できるよう、参集時の携帯品などの防災

用具一式をまとめた防災キットと、緊急時の災害現場などへの移動用とし

てマウンテンバイクなどを計画的に確保する必要がある。 
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８．情報の的確な収集  

 
 
  議会として適正な審議、決定を行なうに当たっては、地域の災害情報を的確に把

握することが前提となる。災害情報は、市地域防災計画等に基づき配備される初動

班や関係機関などを介して、市対策本部に集積されることから、当該本部を通して

情報を得ることが効率的である。 

  一方で、より地域の実情に詳しい議員から、地域から詳細な災害情報が寄せられ

ることも事実であり、議員の獲得する情報は非常に有益で、執行機関側の災害情報

を補完するものとなる。これらのことから、災害情報を的確に把握し、災害対応に

当たるためには、それぞれの情報を共有することが大切である。そのためには、市

対策本部（執行機関）と対策会議（議会）において、組織的な連絡・連携体制を確

立することが重要である。 

 

玉名市
災害対策本部

議会事務局

玉名市議会
災害時対策会議

議　　員災害情報

連絡・連携

 
 
  ※市対策本部に、議会事務局からは局長が参加する。 

 

  ※議員の情報提供・収集などは、緊急時などを除き可能な限り、議会事務局を窓口として行

なうものとする。 
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（１）地域の災害情報の収集など 
 
  議員は、市の把握する災害情報に加えて、議員としての地域性や立場から、より

地域の災害状況や市民の声を把握することが可能である。そのため、議員は、議長

から対策会議「全体会議」の招集（参集指示）があるまでは“一市民”として、地

域での救助活動などに協力するとともに、災害状況の調査や市民の意向の収集・把

握に努めるものとする。 
  議員が収集する情報は、市が把握し切れていない情報を補完するなど、非常に有

益ではある。 
  一方で、その情報の混乱と錯綜によって、結果的に市の迅速な災害対応の支障に

なるおそれもあることから、そのような事態を避けるとともに、災害情報の整理・

分析の効率化につなげるため、あらかじめ情報収集事項を整理しておくことが重要

である。 
  また、市民への情報のフィードバックや、議員間の情報共有化を図るため、タブ

レット端末を活用した情報の収集・発信の仕組みを構築することが有効である。 
 
 

情報収集連絡事項 

 

       （様式第２号）「玉名市議会議員・情報収集連絡票（→46頁参照）」 

に基づき、議員は次の災害情報を収集するものとする。 

 

・災害の発生状況（場所・日時） 

・災害による被災状況（死傷者・住家） 

・応急対策状況 

・市民の避難状況 

・市民要望 
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（様式第２号） 
 

 

玉名市議会議員・情報収集連絡票 
 

 

受信者氏名 

（事務局） 

 
報告日時 

月日  

 時間  

受信日時 

（事務局） 
 議員氏名  

受信番号 

（事務局） 
 連絡先  

 

発
生
状
況 

発生 

場所 

（地域） 

 発生日時 
月日  

時間  

被
害
状
況 

死傷者 

死者  不明  

住家 

全壊  
一部 

破損 
 

負傷

者 
 計  半壊  

床上 

浸水 
 

床下 

浸水 
 

応
急
対
策
状
況 

 

市
民
の
避
難
状
況 

 

市
民
要
望 

 

 

 【送信先】玉名市議会事務局  FAX：0968-71-0622  TEL：0968-75-1155 

                E-mail：gikai@city.tamana.lg.jp 

 

※議員は、本様式を紙媒体で保有するほか、データをパソコン・タブレットに格納の上、 

情報収集連絡の際に活用すること。 
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「玉名市議会災害対応基本計画」の行動体系 
 

 

※議会機能の早期回復

※初期対応の高度化

（発災直後～３日） （３～７日） （７日～１カ月） （１カ月～）

議
会
の
業
務
水
準

（
 
機
能
） 対策会議設置

情報収集

審議（委員会等）

議決100%

平常時 災害時（非常時）

　時間軸

初動期 中期 後期 平常時移行

発

災

 
 

 

災害発生！ 玉名市議会議員の行動は！？ 

１．初動期 

（発生直後～３日） 

 

玉名市議会災害時対策会議の設置 

 安否確認、情報収集。 

 対策会議に参集するまでは、“一市民”（地区担当

議員）として、地域活動などに従事します。 

 

２．中期 

（３～７日） 

 

災害情報の収集・把握・共有 

 対策会議の指示に基づき参集し、議員活動に専念し

ます。 

 

３．後期 

（７日～１カ月） 

 

議会機能を早期復旧 

 本会議・委員会を開催し、復旧・復興予算などを審

議します。 

 

４．平常時移行 

（１カ月～） 

 

平常時の議会組織体制へ 

 復興計画などについて、議会として審議します。 
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９．議会の防災計画と防災訓練  

 
 

（１）議会の防災計画など 
 
  市地域防災計画は、災害対策基本法に基づく法定計画として、執行機関において

作成されたものであり、予防から救援、応急対策、復旧・復興までを視野に入れた

総合的な計画である。 
  災害対応基本計画を策定し、災害時（非常時）における議会の機能維持に向け、

議会や議員の役割を明確にするとともに、議員の具体的な行動基準などを定めたと

ころであるが、この検討においては、多様かつ広範囲な意見が積極的に交換され、

議会ＢＣＰの検討事項に加えて、防災会議の実行目標である防災・減災・避災・備

災の各対策など長期的な視点をもって取り組むべき事項（議会としての防災計画）

や、議会の役割を明記した総合的な観点を踏まえた防災に係る条例の必要性が明確

となる。 
  今後、議会としての防災計画や（仮称）防災基本条例、（仮称）災害対策基本条

例等の制定に向けた検討が求められるところである。 
 
 
 
 

（２）議会の防災訓練など 
 
  災害対応基本計画の策定を踏まえ、災害時における議会と議会事務局の体制や行

動基準、非常時優先業務の内容などを検証・点検し、実効性のあるものとするため、

あわせて災害に対する危機管理意識を高める観点から、議員と事務局職員を対象と

した防災訓練（机上訓練・図上演習などを含む。）を計画的に実施することが必要

である。 
 
  また、市の総合防災訓練に参加し、市対策本部（執行機関）と対策会議（議会）

の連絡・連携体制や、議会・議会事務局の行動の流れを確認することも重要である。 
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１０．計画の運用  

 
 

（１）災害対応基本計画の見直し 
 
  災害対応基本計画に基づく必要資源の確保や、防災訓練などの実施により得られ

た情報、新たに発見された課題などについては、適切に計画に反映させ、計画をレ

ベルアップさせていく必要がある。また、検討課題に対する対策が完了した場合や

実施すべき内容・手順などに変更が生じた場合においても、それらを計画に反映さ

せる必要があることから、災害対応基本計画の適宜改訂を行なうものとする。 
  なお、今後の見直しに当たっては、外からの応援・支援を受け入れる“受援力”

についても、重要な検討ポイントである。 
 
 
 
 

（２）見直し体制 
 
  災害対応基本計画の見直しは、運営会議を中心に行なうものとする。なお、必要

に応じて計画策定時の議員は、運営会議にオブザーバーとして参加できるものとす

る。 
 
 
 
 

（３）携帯ハンドブック 
 
  災害対応基本計画について常に確認し、迅速な対応に備えるため、必要となる組

織体制や行動基準を定めた「携帯ハンドブック」を作成するものとする。 
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１１．災害発生時の 

定例会における手順（体系図）  
 
 

（１）期間別による基本的行動パターン 
 
  大規模災害時に議会機能を維持し、予算などの重要議案の審議がおくれて市政運

営に支障が生じないようにするため、災害時（非常時）の本会議招集、議案審議・

採決に関する手順を、体系図として明文化する。 
 
  定例会の招集前から最終日までを６つの期間に分け、以下の６ケースを作成する。 
 
  なお、議会の意思決定を行なうに当たっての協議・調整の場としては、正副議長

及び議会運営委員長で構成する「三役会議」が、その役割を担うものとする。 
 
   

ケース１ 招集告示前（開会予定日のおおむね２～１週間前） 

ケース２ 招集告示後（議会運営委員会開催後 ～ 本会議開会前） 

ケース３ 本会議開会後 ～ 一般質問前日 

ケース４ 一般質問中 ～ 委員会審査前日 

ケース５ 委員会審査 ～ 閉会日開議前 

ケース６ 閉会日開議 ～ 議決まで 

 

 

前提（６ケース共通） 
 

・招集は、開会の日前、都道府県及び市にあっては７日前、町村にあっては３日前までにこれを

告示しなければならない。ただし、緊急を要する場合は、この限りでない。 

（地方自治法第101条第7項） 

 

・定例会は、毎年、条例で定める回数これを招集しなければならない。 

（地方自治法第101条第7項） 

 

・玉名市議会の定例会の回数を年４回と定める。 

（玉名市議会定例会の回数を定める条例） 
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ケース １ 招 集 告 示 前 
（開会予定日のおおむね２～１週間前） 

 

執行機関 議  会 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

玉名市災害対策本部設置 正副議長、議会運営委員長 

（三役） 

玉名市議会災害時対策会議設置 

（全議員） 

○報告事項 

 

○協議事項 

・議会運営委員会開催の可否について 

防災安全課 

総 務 課 

○報告事項 

・災害の種類、被害の規模、人的・物的

の被災の程度、復旧の見込み 

（議会事務局が情報収集） 

○報告事項 

・議員の安否確認と応招の可否を確認の

上、定足数（11名）に足りるかを確認

（地方自治法第113条） 

総 務 課 

議会事務局が三役との協議内容を総務課

に報告。場合によっては、三役との協議

に同席する。 

議会運営委員長 

・議会運営委員会を招集 

（執行部の出席を求める） 

※別記 
○協議事項 

・定例会開催の可否について 

・会期の検討について 

 （一般質問、委員会審査など） 

・上程予定議案の取り扱いについて 

・執行部の本会議への出席の可否につい

て 

・議事堂等が使用できない場合の代替場

所の確認について（場所の変更は、議

長の通知行為で可能） 

・臨時会の開催及び次の定例会の日程を

検討 

 

【参考】 

・普通地方公共団体の議会は、普通地方

公共団体の長がこれを招集する。 

 （地方自治法第101条第1項） 

・現議員数が地方自治法第113条の規定に

よる数に満たないときは、補欠選挙を

した上でなければ、開会できない。 

 （明22.7.5行政実例） 

 

 

 

 

 

 

 

議会事務局 

議会運営委員会開催が不可 議会運営委員会開催が可 

・委員定数の半数以上の委員が出席できな

い場合（委員会条例第16条） 
○協議事項⇒※別記参照 

正副議長、議会運営委員長（三役）判断 

○協議事項⇒※別記参照 

本会議開会へ 本会議が開会できない場合

・定例会は招集されないので、定例会の回数として

数えない。 

議会運営委員会の 

招集が不可能と判断 

市 長（総務課） 

告示（地方自治法第101条第7項） 
（定例会の開催が可能な場合） 

 

災害発生 

正副議長がともに欠けたときは、本会議

において議長選挙から行なう。 

（地方自治法第106条） 

市長の判断で専決処分が可能。 

（地方自治法第179条第1項） 
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ケース ２ 招 集 告 示 後 
（議会運営委員会開催後～本会議開会前） 

 

執行機関 議  会 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

玉名市災害対策本部設置 正副議長、議会運営委員長 

（三役） 

玉名市議会災害時対策会議設置 

（全議員） 

○報告事項 

 

○協議事項 

・議会運営委員会開催の可否について 

防災安全課 

総 務 課 

○報告事項 

・災害の種類、被害の規模、人的・物的

の被災の程度、復旧の見込み 

（議会事務局が情報収集） 

○報告事項 

・議員の安否確認と応招の可否を確認の

上、定足数（11名）に足りるかを確認

（地方自治法第113条） 

総 務 課 

議会事務局が三役との協議内容を総務課

に報告。場合によっては、三役との協議

に同席する。 

議会運営委員長 

・議会運営委員会を招集 

（執行部の出席を求める） 

※別記 
○協議事項 

・定例会開催の可否について 

・会期の検討について 

 （一般質問、委員会審査など） 

・上程予定議案の取り扱いについて 

・執行部の本会議への出席の可否につい

て 

・議事堂等が使用できない場合の代替場

所の確認について（場所の変更は、議

長の通知行為で可能） 

・臨時会の開催及び次の定例会の日程を

検討 

 

【参考】 

・普通地方公共団体の議会は、普通地方

公共団体の長がこれを招集する。 

 （地方自治法第101条第1項） 

・現議員数が地方自治法第113条の規定に

よる数に満たないときは、補欠選挙を

した上でなければ、開会できない。 

 （明22.7.5行政実例） 

・長は議会招集の告示をなした後、招集

期日を変更することができない。 

 （昭26.9.10行政実例） 

 

 

 

 

 

 

議会事務局 

議会運営委員会開催が不可 議会運営委員会開催が可 

・委員定数の半数以上の委員が出席できな

い場合（委員会条例第16条） 
○協議事項⇒※別記参照 

正副議長、議会運営委員長（三役）判断 

○協議事項⇒※別記参照 

本会議開会へ 本会議が開会できない場合

・議員定数の半数に満たない場合 

 （地方自治法第113条） 

・招集日に開会されない場合は流会となり、定例会

の回数として数える。 

・継続審査事件は廃案になる。閉会中の委員会の継

続審査はできなくなる。 

議会運営委員会の 

招集が不可能と判断 

市長の判断で専決処分が可能。 

（地方自治法第179条第1項） 

告  示 

災害発生 

正副議長がともに欠けたときは、本会議

において議長選挙から行なう。 

（地方自治法第106条） 

【参考】 

継続審査に期限を付した時には、その期限

まで継続して審査を行なうことになるが、

特に期限を付さないときは、次の定例会ま

でと解すべきである。（昭25.5.3行政実例） 
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ケース ３ 本会議開会～一般質問前日 

 

執行機関 議  会 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本会議開会 

玉名市災害対策本部設置 正副議長、議会運営委員長 

（三役） 

玉名市議会災害時対策会議設置 

（全議員） 

○報告事項 

 

○協議事項 

・議会運営委員会開催の可否について 

防災安全課 

総 務 課 

○報告事項 

・災害の種類、被害の規模、人的・物的

の被災の程度、復旧の見込み 

（議会事務局が情報収集） 

○報告事項 

・議員の安否確認と応招の可否を確認の

上、定足数（11名）に足りるかを確認

（地方自治法第113条） 

総 務 課 

議会事務局が三役との協議内容を総務課

に報告。場合によっては、三役との協議

に同席する。 

議会運営委員長 

・議会運営委員会を招集 

（執行部の出席を求める） 

※別記 
○協議事項 

・定例会継続の可否について 

・会期日程・議事日程の変更について 

・一般質問通告締切の確認及び一般質問

の実施について 

・執行部の本会議への出席の可否につい

て 

・委員会審査（委員会付託）について 

・議事堂等が使用できない場合の代替場

所の確認について（場所の変更は、議

長の通知行為で可能） 

・臨時会の開催及び次の定例会の日程を

検討 

災害発生 

 

 

 

 

 

 

議会事務局 

議会運営委員会開催が不可 議会運営委員会開催が可 

・委員定数の半数以上の委員が出席できな

い場合（委員会条例第16条） 
○協議事項⇒※別記参照 

正副議長、議会運営委員長（三役）判断 

○協議事項⇒※別記参照 

本会議継続 本会議が継続できない場合

・開会日に行なった会期の決定の議決により、閉会

予定日の午後４時を迎えた時点で、自然閉会とな

り、上程議案及び継続審査事件は廃案となる。 

閉会中の委員会の継続審査はできなくなる。 

議会運営委員会の 

招集が不可能と判断 

①通常どおりに継続する。 

 ※かえり初日に開議できない場合は、議長は改めて開議の

日時を通知する。（会議規則第22条） 

②議事日程を見直し、一般質問を行なわず、委員会付託を行

ない、委員会審査後、本会議で採決し議了する。議了した

ときは、会期中でも議会の議決で閉会することができる。 

 （会議規則第7条） 

③一般質問、委員会付託を省略し、本会議で質疑・議員間討

議・討論・採決を行ない、議決し議了する。（会議規則第

41条の2・第42条） 

④会期日程の変更（延長）を行ない、上記①、②、③に準じ

て継続する。 

 

本会議閉会 

【参考】 

継続審査に期限を付した時には、その期限

まで継続して審査を行なうことになるが、

特に期限を付さないときは、次の定例会ま

でと解すべきである。（昭25.5.3行政実例） 

※本会議開会中の場合、議長が休憩を宣

告（会議規則第11条） 

自然閉会を迎えたのち、市長の

判断で専決処分が可能。ただ

し、現議員数が定足数（定数の

半数以上）に満たないと判断し

た場合は、この日から専決処分

が可能。 
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ケース ４ 一般質問中～委員会審査前日 

 

執行機関 議  会 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般質問中 

玉名市災害対策本部設置 正副議長、議会運営委員長 

（三役） 

玉名市議会災害時対策会議設置 

（全議員） 

○報告事項 

 

○協議事項 

・議会運営委員会開催の可否について 

防災安全課 

総 務 課 

○報告事項 

・災害の種類、被害の規模、人的・物的

の被災の程度、復旧の見込み 

（議会事務局が情報収集） 

○報告事項 

・議員の安否確認と応招の可否を確認の

上、定足数（11名）に足りるかを確認

（地方自治法第113条） 

総 務 課 

議会事務局が三役との協議内容を総務課

に報告。場合によっては、三役との協議

に同席する。 

議会運営委員長 

・議会運営委員会を招集 

（執行部の出席を求める） 

災害発生 

 

 

 

 

 

 

議会事務局 

議会運営委員会開催が不可 議会運営委員会開催が可 

・委員定数の半数以上の委員が出席できな

い場合（委員会条例第16条） 
○協議事項⇒※別記参照 

正副議長、議会運営委員長（三役）判断 

○協議事項⇒※別記参照 

本会議継続 本会議が継続できない場合

・開会日に行なった会期の決定の議決により、閉会

予定日の午後４時を迎えた時点で、自然閉会とな

り、上程議案及び継続審査事件は廃案となる。 

閉会中の委員会の継続審査はできなくなる。 

議会運営委員会の 

招集が不可能と判断 

①通常どおりに継続する。 

 ※次の本会議が開議できない場合は、議長は改めて開議の

日時を通知する。（会議規則第22条） 

②一般質問を打ち切り、委員会付託を行ない、委員会審査後、

本会議で採決を行ない議了する。議了したときは、会期中

でも議会の議決で閉会することができる。 

 （会議規則第7条） 

③一般質問、委員会付託を省略し、本会議で質疑・議員間討

議・討論・採決を行ない、議決し議了する。（会議規則第

41条の2・第42条） 

④会期日程の変更（延長）を行ない、上記①、②、③に準じ

て継続する。 

 

本会議閉会 

【参考】 

継続審査に期限を付した時には、その期限

まで継続して審査を行なうことになるが、

特に期限を付さないときは、次の定例会ま

でと解すべきである。（昭25.5.3行政実例） 

※本会議開会中の場合、議長が休憩を宣

告（会議規則第11条） 

自然閉会を迎えたのち、市長の

判断で専決処分が可能。ただ

し、現議員数が定足数（定数の

半数以上）に満たないと判断し

た場合は、この日から専決処分

が可能。 

※別記 
○協議事項 

・定例会継続の可否について 

・会期日程・議事日程の変更について 

・一般質問の継続について 

・執行部の本会議への出席の可否につい

て 

・委員会審査（委員会付託）について 

・議事堂等が使用できない場合の代替場

所の確認について（場所の変更は、議

長の通知行為で可能） 

・臨時会の開催及び次の定例会の日程を

検討 
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ケース ５ 委員会審査～閉会日開議前 

 

執行機関 議  会 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

玉名市災害対策本部設置 正副議長、議会運営委員長 

（三役） 

玉名市議会災害時対策会議設置 

（全議員） 

○報告事項 

 

○協議事項 

・議会運営委員会開催の可否について 

防災安全課 

総 務 課 

○報告事項 

・災害の種類、被害の規模、人的・物的

の被災の程度、復旧の見込み 

（議会事務局が情報収集） 

○報告事項 

・議員の安否確認と応招の可否を確認の

上、定足数（11名）に足りるかを確認

（地方自治法第113条） 

総 務 課 

議会事務局が三役との協議内容を総務課

に報告。場合によっては、三役との協議

に同席する。 

議会運営委員長 

・議会運営委員会を招集 

（執行部の出席を求める） 

災害発生 

 

 

 

 

 

 

議会事務局 

議会運営委員会開催が不可 議会運営委員会開催が可 

・委員定数の半数以上の委員が出席できな

い場合（委員会条例第16条） 
○協議事項⇒※別記参照 

正副議長、議会運営委員長（三役）判断 

○協議事項⇒※別記参照 

本会議継続 本会議が継続できない場合

・開会日に行なった会期の決定の議決により、閉会

予定日の午後４時を迎えた時点で、自然閉会とな

り、上程議案及び継続審査事件は廃案となる。 

閉会中の委員会の継続審査はできなくなる。 

議会運営委員会の 

招集が不可能と判断 

委員会審査中 

①通常どおりに継続する。 

 ※次の本会議が開議できない場合は、議長は改めて開議の

日時を通知する。（会議規則第22条） 

②委員会審査の終了を待たず、本会議を再開しようとする場

合、まず、委員会に未審査または審査途中である旨の中間

報告を求め、審査期限を付し、審査期限経過後、本会議に

おいて直接審議する。その後、質疑・議員間討議・討論・

採決を行ない議了する。議了したときは、会期中でも議会

の議決で閉会することができる。（会議規則第7条・第45

条） 

③委員会審査が不可能である場合は、本会議で審査期限を付

し、審査期限経過後、本会議で直接審議することができる。

（会議規則第44条） 

④会期日程の変更（延長）を行ない、上記①、②、③に準じ

て継続する。 

 

本会議閉会 

【参考】 

継続審査に期限を付した時には、その期限

まで継続して審査を行なうことになるが、

特に期限を付さないときは、次の定例会ま

でと解すべきである。（昭25.5.3行政実例） 

自然閉会を迎えたのち、市長の

判断で専決処分が可能。ただ

し、現議員数が定足数（定数の

半数以上）に満たないと判断し

た場合は、この日から専決処分

が可能。 

※別記 
○協議事項 

・定例会継続の可否について 

・会期日程・議事日程の変更について 

・一般質問の継続について 

・執行部の本会議への出席の可否につい

て 

・委員会審査（委員会付託）について 

・議事堂等が使用できない場合の代替場

所の確認について（場所の変更は、議

長の通知行為で可能） 

・臨時会の開催及び次の定例会の日程を

検討 
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ケース ６ 閉会日開議～議決まで 

 

執行機関 議  会 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

玉名市災害対策本部設置 正副議長、議会運営委員長 

（三役） 

玉名市議会災害時対策会議設置 

（全議員） 

○報告事項 

 

○協議事項 

・議会運営委員会開催の可否について 

防災安全課 

総 務 課 

○報告事項 

・災害の種類、被害の規模、人的・物的

の被災の程度、復旧の見込み 

（議会事務局が情報収集） 

○報告事項 

・議員の安否確認と応招の可否を確認の

上、定足数（11名）に足りるかを確認

（地方自治法第113条） 

総 務 課 

議会事務局が三役との協議内容を総務課

に報告。場合によっては、三役との協議

に同席する。 

議会運営委員長 

・議会運営委員会を招集 

（執行部の出席を求める） 

※別記 
○協議事項 

・定例会継続の可否について 

・会期日程・議事日程の変更について 

・執行部の本会議への出席の可否につい

て 

・議事堂等が使用できない場合の代替場

所の確認について（場所の変更は、議

長の通知行為で可能） 

・臨時会の開催及び次の定例会の日程を

検討 

 

 

 

 

 

 

議会事務局 

議会運営委員会開催が不可 議会運営委員会開催が可 

・委員定数の半数以上の委員が出席できな

い場合（委員会条例第16条） 
○協議事項⇒※別記参照 

正副議長、議会運営委員長（三役）判断 

○協議事項⇒※別記参照 

本会議継続 本会議が継続できない場合

・開会日に行なった会期の決定の議決により、閉会

予定日の午後４時を迎えた時点で、自然閉会とな

り、上程議案及び継続審査事件は廃案となる。 

閉会中の委員会の継続審査はできなくなる。 

議会運営委員会の 

招集が不可能と判断 

本会議（閉会日） 

①本会議を再開し、委員長報告を行ない、質疑・議員間討議・

討論・採決を行ない、議了し、閉会となる。 

②会期日程の変更（延長）を行ない、継続する。 

本会議閉会 

【参考】 

継続審査に期限を付した時には、その期限

まで継続して審査を行なうことになるが、

特に期限を付さないときは、次の定例会ま

でと解すべきである。（昭25.5.3行政実例） 

災害発生 

※本会議開会中の場合、議長が休憩を宣

告（会議規則第11条） 

自然閉会を迎えたのち、市長の

判断で専決処分が可能。ただ

し、現議員数が定足数（定数の

半数以上）に満たないと判断し

た場合は、この日から専決処分

が可能。 
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１２．資料（関係例規）  

 
 

・玉名市議会基本条例  関係条文抜粋  
  第１章 総則（第５条第６号） 
  第３章 市民と議会との関係（第１６条第７項） 
  第６章 議会の災害への対応（第５５条―第５８条） 
 
 
・玉名市議会防災会議規程 
 
 
・玉名市議会災害時対策会議規程 
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○玉名市議会基本条例 

平成２９年９月２９日 

条例第２２号 

第１章 総則 

 （基本方針） 

第５条 議会は、前条に規定する基本理念に従い、次に掲げる基本方針を確実に実現

するものとする。 

 ⑹ 不測の事態から市民等の生命、身体及び財産並びに生活の平穏を守るために、

平常時から危機管理体制の整備及び強化に努めることにより災害に強いまちづ

くりを推進すること。 

 

   第３章 市民と議会との関係 

 （市民と議会との関係の基本原則） 

第１６条 

７ 議会は、市民の安心及び安全を確保する責任を有することを強く認識し、危機管

理に最大限の努力を払わなければならない。 

 

第６章 議会の災害への対応 

（議会の災害への対応） 

第５５条 議会は、いつ、いかなるときも、不意に災害が起こり得ることを認識し、

災害の危機を可能な限り避けるべく不断の用意に努めるとともに、災害発生時にお

いても議会がその機能を停止せず、的確な機能を維持できるよう危機管理体制及び

業務継続体制の整備、充実及び強化に努めるものとする。 

（災害対応に関する基本計画の策定） 

第５６条 議会は、前項の規定を達成するために、玉名市議会の災害対応に関する基

本計画を策定するものとする。 

（玉名市議会防災会議の設置） 

第５７条 議会は、災害発生時に対策がとれるよう、平常時から災害発生時の対策及

び課題を確認し、本市の防災について協議するため、玉名市議会防災会議を設置す

る。 

２ 玉名市議会防災会議に関し必要な事項は、規程で定める。 

（玉名市議会災害時対策会議の設置） 

第５８条 議会は、災害発生時又は災害発生のおそれがあるときは、迅速かつ的確に

応急対策、復旧及び復興を検討し、市民等の生命、身体及び財産を守るため、玉名

市議会災害時対策会議を設置する。 

２ 玉名市議会災害時対策会議に関し必要な事項は、規程で定める。 
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   附 則 

 この条例は、平成２９年１１月１３日から施行する。 
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○玉名市議会防災会議規程 

平成２９年１１月１０日 

議会訓令第７号 

改正 平成３０年９月２８日議会訓令第２号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、玉名市議会基本条例（平成２９年条例第２２号）第５７条第２

項の規定に基づき、玉名市議会防災会議（以下「防災会議」という。）に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（基本方針） 

第２条 防災会議は、災害が発生し、又は発生するおそれがあるとき、迅速かつ的確

に災害に対応できるよう平常時から災害発生時の議会の対応を確認するほか、本市

の災害対策の課題について把握し、並びに本市の防災の在り方について協議し、及

び検討し、並びに必要に応じて市長に対して提言することにより、災害に強いまち

づくりの実現を目指し活動するものとする。 

２ 防災会議の構成員である議員は、議会の防災機能を高めるため、あらゆる機会を

通じて防災に関する知識を習得するとともに、地域の防災訓練等に参加する等、地

域において指導的役割を担い、及び防災意識の啓発を行うよう努めなければならな

い。 

（所掌事項） 

第３条 防災会議は、次に掲げる事務を所掌する。 

 ⑴ 本市の災害対策の監視及び評価に関すること。 

 ⑵ 地域における災害危険箇所及び防災課題の把握と解決に関すること。 

 ⑶ 市への災害対策に係る提言に関すること。 

 ⑷ 議会の危機管理体制及び業務継続体制の整備、充実及び強化に関すること。 

 ⑸ 災害発生時の議会の組織及び役割の確認、検証等に関すること。 

 ⑹ 前各号に掲げるもののほか、議長が必要と認める事項に関すること。 

（組織） 

第４条 防災会議は、全議員をもって組織する。 

（主宰者） 

第５条 防災会議は、議長が主宰する。 

（議長の職務代行） 

第６条 議長に事故があるとき、又は議長が欠けたときは、副議長がその職務を行う。 

２ 議長及び副議長ともに事故があるとき、又は欠けたときは、次の表の左欄に掲げ

る順位の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる者がその職務を行う。 

順位 職務を代行する者 
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第１位 議会運営委員長 

第２位 議会運営副委員長 

第３位 総務委員長 

第４位 総務副委員長 

第５位 年長の議員 

（招集） 

第７条 防災会議は、議長が招集する。ただし、一般選挙後、議長が選出されるまで

の間は、議会事務局長が招集するものとする。 

（会議） 

第８条 防災会議は、第３条に掲げる事務について協議する。 

２ 議長は、防災会議を代表し、会務を総理する。 

３ 防災会議で協議する事項等は、議長が次条に規定する運営会議に諮って決定する。 

４ 議長は、あらかじめ協議する事項等の件名を文書（電子メールを含む。）で示し、

防災会議を招集しなければならない。ただし、緊急を要する場合は、この限りでな

い。 

（運営会議） 

第９条 防災会議に、議会としての意思決定に係る事前調整及び協議を行うため、運

営会議を置く。 

２ 運営会議は、次に掲げる事項を所掌する。 

 ⑴ 防災会議の運営に関すること。 

 ⑵ 地区組織が所管する区域（以下「所管区域」という。）及び当該地区組織に所

属する議員（以下「地区担当議員」という。）の決定及び変更に関すること。 

⑶ 防災会議で協議する事項の集約に関すること。 

⑷ 玉名市議会の災害対応に関する基本計画の検討及び見直しに関すること。 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、議長が必要と認める事項に関すること。 

３ 運営会議は、議長、副議長、総務委員長、建設経済委員長、文教厚生委員長及び

議会運営委員長をもって組織する。 

４ 前項の規定にかかわらず、一般選挙後、前項に規定の職にある者が選出されるま

での間は、年長の議員、会派の代表者及び会派に属しない議員（以下「無会派の議

員」という。）の代表者をもって組織する。ただし、会派の代表者又は無会派の議

員の代表者が年長の議員である場合は、会派にあっては当該会派に所属する議員の

うちから、無会派の議員にあっては他の無会派のうちから代理者を指名し、運営会

議に出席させるものとする。 

５ 運営会議は、議長が掌理し、運営会議を招集する。 

６ 議長の職務代行については、第６条の規定を準用する。 
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（意見の聴取等） 

第１０条 議長は、必要があると認めるときは、運営会議の構成員以外の者に会議へ

の出席を求め、意見又は説明を聴くことができる。 

（地区組織） 

第１１条 防災会議に、所管区域の災害対策に係る課題を把握するため、地区組織を

置く。 

２ 議員は、いずれかの地区組織に所属するものとする。 

３ 地区組織は、地区担当議員で組織する。 

４ 所管区域及び地区担当議員は、支所が所管する区域、議員の住所等を考慮して、

一般選挙の都度運営会議が協議により定める。 

５ 地区組織に隊長を置く。 

６ 隊長は、地区組織を掌理し、地区担当議員を統括する。 

７ 隊長及び副隊長は、地区担当議員の互選によってこれを定める。 

８ 運営会議の構成員は、隊長を兼ねることはできない。ただし、議長が必要と認め

るときは、この限りでない。 

９ 隊長に事故があるとき、又は隊長が欠けたときは、地区担当議員のうち年長の議

員がその職務を行う。 

（記録） 

第１２条 議長は、議会事務局の職員をして防災会議の開催日時、協議事項、出席議

員等及び会議の概要を記載した記録を作成させなければならない。 

２ 前項の記録は、議長が保管する。 

（庶務） 

第１３条 防災会議の庶務は、議会事務局において処理する。 

（その他） 

第１４条 この規程に定めるもののほか、防災会議の運営に関し必要な事項は、議長

が定める。 

附 則 

この訓令は、平成２９年１１月１３日から施行する。 

  附 則（平成３０年９月２８日条例第３１号） 

この訓令は、平成３０年９月２８日から施行する。 
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○玉名市議会災害時対策会議規程 

平成２９年１１月１０日 

議会訓令第８号 

改正 平成３０年９月２８日議会訓令第３号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、玉名市議会基本条例（平成２９年条例第２２号）第５８条第２

項の規定に基づき、玉名市議会災害時対策会議（以下「対策会議」という。）に関

し、必要な事項を定めるものとする。 

（基本方針） 

第２条 対策会議は、本市域内に大規模な災害が発生し、又は発生するおそれがある

場合において、玉名市災害対策本部（以下「市対策本部」という。）と連携し、議

会と市長その他執行機関とが一体となった迅速で、かつ、的確な応急対策等の推進

を図り、もって市民等の生命、身体及び財産を守るために活動するものとする。 

２ 対策会議は、大規模な災害が発生した後においても議会の的確な機能を維持し、

予算等の重要な議案の審議の遅延により市政運営に支障を生じさせないため、迅速

で、かつ、円滑な復旧及び復興の検討に資するために活動するものとする。 

（対策会議の設置） 

第３条 議長は、市対策本部が設置されたときに対策会議を設置する。 

２ 議長は、対策会議を設置したときは、第１０条に規定する運営会議を直ちに招集

しなければならない。 

（所掌事項） 

第４条 対策会議は、次に掲げる事務を所掌する。 

 ⑴ 災害に係る情報の収集、市対策本部との連携及び情報の共有に関すること。 

 ⑵ 応急対策、復旧、復興等についての検討及び市長に対する提言等に関すること。 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、議長が必要と認める事項に関すること。 

（組織） 

第５条 対策会議は、全議員をもって組織する。 

（主宰者） 

第６条 対策会議は、議長が主宰する。 

（議長の職務代行） 

第７条 議長に事故があるとき、又は議長が欠けたときは、副議長がその職務を行う。 

２ 議長及び副議長がともに事故があるとき、又は欠けたときは、次の表の左欄に掲

げる順位の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる者がその職務を行う。 

順位 職務を代行する者 

第１位 議会運営委員長 
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第２位 議会運営副委員長 

第３位 総務委員長 

第４位 総務副委員長 

第５位 年長の議員 

（招集） 

第８条 対策会議は、議長が招集する。ただし、一般選挙後、議長が選出されるまで

の間は、議会事務局長が招集する。 

（会議） 

第９条 対策会議は、第４条に掲げる所掌事務について協議する。 

２ 議長は、対策会議を代表し、会務を総理する。 

３ 対策会議で協議する事項等は、議長が次条に規定する運営会議に諮って決定する。 

４ 議長は、あらかじめ協議する事項等の件名を文書（電子メールを含む。）で示し、

対策会議を招集しなければならない。ただし、緊急を要する場合は、この限りでな

い。 

（運営会議） 

第１０条 対策会議に、議会としての意思決定に係る事前調整及び協議を行うため、

運営会議を置く。 

２ 運営会議は、次に掲げる事務を所掌する。 

 ⑴ 対策会議の運営に関すること。 

 ⑵ 地区組織が所管する区域（以下「所管区域」という。）及び当該地区組織に所

属する議員（以下「地区担当議員」という。）の決定及び変更に関すること。 

 ⑶ 対策会議で協議する事項の集約に関すること。 

 ⑷ 災害に係る情報の集約及び共有に関すること。 

 ⑸ 市長に対する提言等の取りまとめに関すること。 

 ⑹ 前各号に定めるもののほか、議長が必要と認める事項に関すること。 

３ 運営会議は、議長、副議長、総務委員長、建設経済委員長、文教厚生委員長及び

議会運営委員長をもって組織する。 

４ 前項の規定にかかわらず、一般選挙後、前項に規定の職にある者が選出されるま

での間は、年長の議員、会派の代表者及び会派に属しない議員（以下「無会派の議

員」という。）の代表者をもって組織する。ただし、会派の代表者又は無会派の議

員の代表者が年長の議員である場合は、会派にあっては当該会派に所属する議員の

うちから、無会派の議員にあっては他の無会派のうちから代理者を指名し、運営会

議に出席させるものとする。 

５ 運営会議は、議長が掌理し、運営会議を招集する。 

６ 議長の職務代行については、第７条の規定を準用する。 
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（意見の聴取等） 

第１１条 議長は、必要があると認めるときは、運営会議の構成員以外の者に会議へ

の出席を求め、意見又は説明を聴くことができる。 

（地区組織） 

第１２条 対策会議に、所管区域の災害情報の収集及び集約を行うため、地区組織を

置く。 

２ 地区組織は、地区担当議員で組織する。 

３ 地区組織に隊長を置く。 

４ 地区組織には、玉名市議会防災会議規程（平成２９年議会訓令第７号）第１１条

に規定する地区組織をもって充てる。 

（地区組織の役割） 

第１３条 地区組織は、所管区域における被災地及び避難所等の状況の調査を行い、

情報の収集に努めるものとする。 

２ 地区担当議員は、収集した所管区域の情報を隊長に報告するものとする。 

３ 隊長は、前項の情報を集約し、運営会議に報告するものとする。 

４ 隊長は、運営会議からの情報を地区担当議員に報告するものとする。 

（対策会議の設置場所） 

第１４条 対策会議の設置場所は、玉名市役所本庁舎４階全員協議会室とする。ただ

し、玉名市役所本庁舎が使用できない場合は、あらかじめ優先順位を付けて定めた

場所のうちから議長が指定する。 

（対策会議の廃止） 

第１５条 議長は、市対策本部が廃止されたときは、対策会議を廃止する。 

２ 議長は、次のいずれかに該当する場合において、災害の応急対策、復旧、復興等

に対する措置が講じられていると認められるときは、運営会議に諮り、対策会議を

廃止する。 

⑴ 定例会又は臨時会が開会されたとき。 

⑵ 常任委員会等にその事務を引き継ぐことが適当と認められるとき。 

（記録） 

第１６条 議長は、議会事務局の職員をして対策会議の開催日時、協議事項、出席議

員等及び会議の概要を記載した記録を作成させなければならない。 

２ 前項の記録は、議長が保管する。 

（庶務） 

第１７条 対策会議の庶務は、議会事務局において処理する。 

（その他） 

第１８条 この規程に定めるもののほか、対策会議の運営に関し必要な事項は、議長

が定める。 
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附 則 

この訓令は、平成２９年１１月１３日から施行する。 

   附 則（平成３０年９月２８日議会訓令第３号） 

 この訓令は、平成３０年９月２８日から施行する。 
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